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平成26年３月28日 

各 位 

 

会 社 名 株式会社シーエスロジネット 

代表者名 代表取締役社長 金岡 正光 

 （コード：2710、ＪＡＳＤＡＱ） 

問合せ先 専務取締役 金岡 昭光 

 （TEL．052－354－7797） 

 

テクタイト株式会社による当社株券に対する公開買付けに関する意見表明のお知らせ 

 

当社は、平成26年３月28日開催の取締役会において、以下のとおり、テクタイト株式会社（以下「公開買

付者」といいます。）による当社株券に対する公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）に関して、賛

同する意見を表明すること、また、本公開買付けに応募するか否かについては株主の皆様のご判断に委ねるこ

とを決議しましたので、お知らせします。 

なお、当社と公開買付者は、本公開買付けの成立後においても、当社の株式の上場を維持する方針を両社の

共通認識としております。 

 

１．公開買付者の概要 

（１） 名 称 テクタイト株式会社 

（２） 所 在 地 東京都墨田区錦糸一丁目10番10号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 松本 能和 

（４） 事  業  内  容 公開買付者は電子部品輸入卸売販売、モーター・ブザー等電子部品開発製

造販売、電子機器・電子製品の開発製造販売、家電製品・光学機器の卸売

事業、EMS事業コンサルティング、E-コマース事業、写真・映像関連の販

売・卸売事業等を主たる事業の内容としています。 

（５） 資 本 金 125百万円 

（６） 設 立 年 月 日 平成元年４月４日 

（７） 大株主及び持株比率 テクタイトホールディングス株式会社 73.60% 

  三菱UFJキャピタル株式会社 11.53% 

  株式会社三菱東京UFJ銀行 3.46% 

  湯原 育文 2.88% 

  山本 隆浩 1.73% 

  堤 和利 1.15% 

  内山 隆太郎 1.15% 

  信澤 博之 0.58% 

  佐藤 一男 0.58% 

  朴 智鉉 0.58% 

（８） 当社と公開買付者の関係 

 資 本 関 係 該当事項はありません。 

 人 的 関 係 該当事項はありません。 

 取 引 関 係 該当事項はありません。 

 関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 
該当事項はありません。 
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（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期 

 純 資 産 765百万円 748百万円 753百万円

 総 資 産 2,318百万円 2,112百万円 2,201百万円

 １ 株 当 た り 純 資 産 441,037円 431,381円 434,217円

 売 上 高 4,730百万円 4,319百万円 3,960百万円

 営 業 利 益 73百万円 81百万円 87百万円

 経 常 利 益 40百万円 34百万円 66百万円

 当 期 純 利 益 21百万円 31百万円 22百万円

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 12,022円 17,848円 12,836円

 １ 株 当 た り 配 当 金 10,000円 10,000円 10,000円

 

 

２．買付け等の価格 

 

普通株式１株につき、350円  

 

 

３．当該公開買付けに関する意見の内容、根拠及び理由 

 

（１）意見の内容 

当社は、平成 26 年３月 28 日開催の取締役会において、本公開買付けについて、下記(２)「意見の根

拠及び理由」に基づき、賛同の意見を表明すること、及び本公開買付けに応募するか否かについては、

株主の皆様の判断に委ねることを決議しました。 

 

（２）意見の根拠及び理由 

当社は、公開買付者より、本公開買付けの概要、背景及び公開買付者における意思決定に至る過程に

つき、以下の説明を受けています。 

① 本公開買付けの概要 

 公開買付者は、平成26年３月28日開催の取締役会において、株式会社東京証券取引所（以下「東京

証券取引所」といいます。）の開設する市場であるJASDAQスタンダード市場（以下「JASDAQ」といいま

す。）に普通株式を上場している当社を公開買付者の子会社とすることを目的として、当社普通株式の

公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）を実施することを決議したとのことです。 

本公開買付けにおいては、当社を子会社化することを目的とするものであること及び本公開買付け成

立後も引き続き当社株式の上場を維持する方針であることから、買付予定数の下限及び上限を

2,417,000株（注１）（所有割合（注２）51.01％）としたとのことです。 

本公開買付けに応じて売付け等がなされた株券等（以下「応募株券等」といいます。）の総数が買付

予定数の下限（2,417,000 株）に満たない場合は、応募株券等の全部の買付け等を行わないとのことで

す。また、応募株券等の総数が買付予定数の上限（2,417,000 株）を超える場合は、その超える部分の

全部又は一部の買付け等を行わず、金融商品取引法第27条の13第５項及び発行者以外の者による株券

等の公開買付けの開示に関する内閣府令第 32 条に規定するあん分比例の方式により、株券等の買付け

に係る受渡しその他の決済を行うとのことです。 

（注１）当社が平成26年２月10日に提出した第32期第３四半期報告書に記載された平成25年12月31日現

在の発行済株式総数（5,257,950 株）から、同日現在当社が所有する自己株式数（520,000 株）を控除した株

式数（4,737,950 株）に 51.00％を乗じて１単元（1,000 株）未満を切上げた株式数（2,417,000 株）を設定し

ています。 

（注２）当社が平成26年２月10日に提出した第32期第３四半期報告書に記載された平成25年12月31日現



3 
 

在の発行済株式総数（5,257,950 株）から、同日現在当社が所有する自己株式数（520,000 株）を控除した株

式数（4,737,950 株）に対する割合をいい、小数点以下第三位を四捨五入しています。以下、所有割合の計算

において同様です。 

公開買付者は、本公開買付けの実施にあたり、当社の代表取締役社長かつ筆頭株主である金岡正光氏

（以下「金岡氏」といいます。）及び金岡氏の資産管理会社でありかつ第２位株主である有限会社ベイ

シック（以下「ベイシック」といいます。）との間で、平成 26 年３月 28 日付で公開買付応募契約（以

下「本応募契約」といいます。）を締結し、金岡氏が保有する当社株式 1,693,400 株（所有割合 

35.74％）及びベイシックが保有する当社株式 523,040 株（所有割合 11.04％）の全てについて本公開

買付けに応募する旨の合意をしているとのことです。 

なお、公開買付者は、本公開買付け成立後、当社の大株主として、当社がこれまで推進してきた事業

運営方針をベースとして、公開買付者のリソースを活用し、更なる成長戦略の実現を目指す方針である

とのことです。また、当社は経営陣の若返りを図るため、本公開買付けが成立した場合に平成 26 年６

月に開催が予定される当社の定時株主総会終結後直ちに、現代表取締役社長の金岡氏は取締役を退任し、

現専務取締役の金岡昭光氏は取締役を退任して常勤監査役に就任し、現常勤監査役の高木敏明氏が監査

役を退任して代表取締役社長に就任する予定です。また、現取締役の伊藤義人氏及び山本孝人氏は当該

株主総会終結後も引き続き当社取締役を務める予定です。さらに、公開買付者とのシナジーを早期に発

揮させるため、当社は、公開買付者から３名の取締役を受け入れる予定です。したがいまして、本公開

買付けが成立し、本定時株主総会において公開買付者が指定する者３名を当社の取締役に選任するため

の議案が上程され可決された場合には、現取締役である伊藤義人氏及び山本孝人氏に加えて、新たに、

現常勤監査役の高木敏明氏及び公開買付者が派遣する３名が取締役に就任し、これにより当社取締役の

人数は合計６名となる予定ですが、その他、本公開買付け成立後における当社の役員構成の詳細につい

ては、本公開買付け成立後、公開買付者と協議しながら決定していく予定です。なお、公開買付者は、

上場維持による知名度・信用力・これらに伴う従業員のモチベーションの維持といった意義を重視して

いるため、当社株式の JASDAQ 上場を維持することが望ましいと考えているとのことです。そのために、

公開買付者は、当社の上場会社としての自主的な経営を保持することが重要であると考えていることか

ら、上記のとおり、現時点において、本公開買付け成立後に当社の取締役会の過半数となる取締役を派

遣する予定はないとのことです。かかる観点を踏まえ、今後の経営体制及び具体的な施策については、

両社で協議を進める予定です。 

（詳細については、公開買付者が平成 26 年３月 28 日付けで公表した添付「株式会社シーエスロジ

ネット株式（証券コード2710）に対する公開買付けの開始に関するお知らせ」をご参照ください。） 

 

② 本公開買付けの背景 

公開買付者は、電子部品・製品の輸出入販売、モーター・ブザー等電子部品開発製造販売、電子機

器・電子製品の開発製造販売、家電製品・光学機器の卸売事業、EMS（電子機器の受託生産）事業、E－

コマース事業（電子商取引）、写真・映像機器関連の卸売事業等を営む事業会社です。公開買付者によ

れば、公開買付者は、振動 MOTOR（線量計等に使用）の分野においては世界最低消費電流の振動 MOTOR

の開発及び製造を行うという世界にも誇れる技術を有し、ゴルフ用GPS端末機器（残距離測定器）では

業界初の高低差測定機能のついたGPS端末機を開発・上市するなど、電子部品・機器の開発・製造に関

し誇れる技術・ノウハウを持っているとのことです。 また、公開買付者の東京営業所、名古屋営業所、

広島営業所、静岡 DEPO、及びグループ企業であるハンザテック福岡株式会社では、家電・電気製品の

卸売事業を中心に、家電量販店・カメラ量販店・カメラチェーン店・ディスカウントストア等の小売り

店舗に対する販売促進・情報提供などのサポート（店頭作り・メンテナンス）や全国をカバーした物流

サービスも展開し、映像関連事業においては、一般のテレビをインターネットに接続するためのWEB端

末機器（セットトップボックス・スマートスティック）の開発製造及び情報提供ソフトの開発技術

（UI[ユーザーインフォメーション]）を持っているとのことです。公開買付者は、テクタイトホール

ディングス株式会社（以下「テクタイト HD」といいます。）がその議決権の 73.60％を保有していると

のことであり、テクタイト HD はエレクトロニクス、デジタルマルチメディア、ソフト開発、Web サイ
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ト開発運営、ヒューマンリソーシング、アウトソーシング、フード＆サービスの７つの分野で事業を展

開するグループ会社の株式を保有するグループ統括会社で「常に自らを革新し創造を続けることで未知

の新しいビジネスに絶え間なくチャレンジしていくこと」を信条に事業展開を図っているとのことです。 

一方、当社は、当社及び連結子会社２社で構成され（以下、当社及び連結子会社２社を総称して「当

社グループ」といいます。）、音楽ソフト（レンタル用 CD）、映像ソフト（DVD）、家庭用ゲーム機器及び

ゲームソフト等の卸売販売、音楽映像ソフトのレンタル及び CD・コンシューマーゲーム等の販売、映

像コンテンツの衛星放送事業を行っており、国内の大手映像音楽ソフトメーカーと長年の取引実績を有

しています。エンタテインメント・ソフト市場において「情報と商品の供給によりお客様を後方支援す

る」という基本方針に基づき、タイムリーな商品供給とより付加価値の高い情報サービスにより、差別

化を図り、シェア拡大に努めています。 

しかしながら、販売およびレンタル用音楽映像関連商品の販売・卸売事業を取り巻く業界環境は、ス

マートフォンの普及やインターネット通信環境の高速化によるオンデマンド音楽映像配信サービス利用

の増加といった代替サービスの台頭、大型ヒット作品の減少、さらには、当社グループの取引先である

レンタル店の急速な再編に伴う寡占による過当競争の影響により競争が激化しており、大きな転換期を

迎えています。 

 

③ 公開買付者における意思決定に至る過程 

上記②の環境の下、平成 25 年５月頃、当社のフィナンシャル・アドバイザーであったボンズ・アド

バイザリー有限責任事業組合（以下「ボンズ・アドバイザリー」といいます。）(注 1)は、旧知であっ

た公開買付者のフィナンシャル・アドバイザーである東京共同会計事務所(注 2)（以下「公開買付者

フィナンシャル・アドバイザー」といいます。）から、異業種企業の買収を積極的に行い事業拡大して

いる企業として、公開買付者を匿名で紹介されました。ボンズ・アドバイザリーは、当社が属する

CD/DVD レンタル業界が大きく変貌する環境の中、当社について、異業種との協働により、企業価値の

増加が図れるのではないかと考え、公開買付者フィナンシャル・アドバイザーに対して候補対象の１つ

として当社を匿名で紹介しました。これを受けて、公開買付者フィナンシャル・アドバイザーは、ボン

ズ・アドバイザリーに対し、公開買付者のグループ企業で当社と同じ事業分類となる卸売を展開する企

業があり、異業種間でシナジーを描ける可能性があるとの見解を示し、本件についてフィナンシャル・

アドバイザー間での交渉が始まりました。本件は、異業種間の業務・資本提携に発展する可能性がある

ことから、平成 25 年６月から同年８月にかけて、双方フィナンシャル・アドバイザーは時間をかけて

両社の事業内容およびシナジーの分析を行い、双方フィナンシャル・アドバイザーが同年８月上旬に

各々の依頼主に対して提携先候補として当社及び公開買付者を匿名で提案したところ、当社及び公開買

付者は、当該提案に興味を持ったため、同年８月に金岡氏が当社の代表取締役社長として公開買付者の

代表者と面談し、その後同年９月には金岡氏が当社の代表取締役社長として公開買付者の施設見学など

を行いました。公開買付者は、当該提案及び当社グループの事業内容を検討の上、シナジー効果を得る

ために当社グループを公開買付者のグループ企業とすることにより、主に、音楽映像関連商品の販売・

卸売事業において公開買付者が保有する経営資源やノウハウ、商品やサービスを提供し、当社の既存の

音楽映像卸売事業や小ロットかつタイムリー配送などの様々なノウハウを活用することで公開買付者及

び当社双方の企業価値向上が果たせると判断したとのことです。これを受けて、当社と公開買付者は平

成25年10月頃から本公開買付けについて本格的な検討を開始しました。その中で、公開買付者が当社

株式の公開買付けを行うとともに、金岡氏が保有する当社株式を応募してもらう方法が最も実現可能性

が高いとの判断に基づき、公開買付者からボンズ・アドバイザリーに対して、本件公開買付けの提案が

ありました。また、同年 12 月中旬頃に、ボンズ・アドバイザリーが金岡氏に対して当社株式の売却可

能性について意向を確認したところ、金岡氏から売却も検討できる旨の回答を得たとのことです。この

時点で、当社と当社の支配株主としての金岡氏の立場との間に将来的な利害の相反が生じる可能性が否

定できなかったことから、ボンズ・アドバイザリーが金岡氏個人のフィナンシャル・アドバイザーに就

任し、当社は、ACEコンサルティング株式会社（以下「ACEコンサルティング」といいます。）をフィナ

ンシャル・アドバイザーとして選任しました。以後、金岡氏と公開買付者との間で、ボンズ・アドバイ
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ザリー及び東京共同会計事務所を通じて、具体的な協議が開始されたとのことです。その後、平成 26

年１月７日に、公開買付者から金岡氏に対し、金岡氏が保有する当社株式（1,693,400 株、所有割合

35.74％）及びベイシックが保有する当社株式（523,040株、所有割合11.04％）の取得について打診が

あり、金岡氏から真摯に検討したい旨の回答を受けたとのことです。そこで公開買付者は、平成 26 年

１月 16 日、当社に対しても本公開買付けに係る意向を表明し、当社の了解を得て、当社に対する

デュー・デリジェンスを開始しました。その後、デュー・デリジェンスの結果を受けて、金岡氏と協

議・交渉を続けるとともに、平成 26 年２月以降、当社との間でも、本公開買付けの目的や背景、グ

ループ入りのメリット、本公開買付けにかかる買付け等の価格（以下「本公開買付価格」といいま

す。）の算定の基礎及び経緯について説明を実施するなどし、協議・交渉を続け、平成 26 年３月 28 日

開催の公開買付者の取締役会において、本公開買付けを実施することが決議され、公開買付者と金岡氏

及びベイシックそれぞれとの間で本応募契約が締結されたとのことです。 

なお、公開買付者は、本公開買付価格の決定にあたり、当社が公表している財務諸表や東京証券取引

所における当社株式の市場株価の動向等の一般に公表されている客観的な情報に基づきつつ、当社の株

式価値に関するその他の諸要素（公開買付者において実施したデュー・デリジェンスの結果等）を総合

的に考慮した上で、金岡氏及び当社との協議及び交渉の結果を踏まえて本公開買付価格を決定しており、

第三者算定機関からの株式価値算定書を取得していないとのことです。 

(注 1)金岡氏とボンズ・アドバイザリーの担当者とは当社が上場して以来の旧知の間柄であり、当該担当者がア

ライアンス支援業務において経験豊富で当社の事業変遷を理解していることもあって、従来から各種アラ

イアンス支援に関する相談を行っていました。そうしたところ、平成 25 年５月ころから、当社が業容拡大

を図るべく同業種又は他業種の他社との事業展開の検討を開始するに当たり、当初、ボンズ・アドバイザ

リーをフィナンシャル・アドバイザーとして選任していました。 

(注 2)公開買付者と東京共同会計事務所は、平成 18 年より税務会計コンサルティング業務を通じて取引関係があ

り、当該取引を通じて公開買付者は東京共同会計事務所の財務分析力に一定の評価をしていたため、東京

共同会計事務所が当社を公開買付者に対して提携先候補として紹介したことを契機に、平成 25 年８月、東

京共同会計事務所をフィナンシャル・アドバイザーとして選任しました。 

 

④ 当社における意思決定に至る過程 

(a) 当社を取り巻く環境および対応 

当社は、昭和 56 年にレコードレンタル店を創業し、翌年会社設立の後、レコードレンタル市場の拡

大に合わせて、昭和60年４月にレンタル用レコードの卸売を開始し、レコードからCDへのシフトに伴

う市場拡大とともに、タイムリーな商品供給と付加価値の高い情報サービスにより差別化を図ることで

事業拡大を進め、平成６年 12 月には、ソニー・コンピュータエンタテインメントが発売した家庭用

ゲーム機「プレイステーション」のゲーム機及びソフトの卸売を開始しました。当社は、平成 13 年９

月に株式会社大阪証券取引所ナスダック・ジャパン市場（現東京証券取引所 JASDAQ スタンダード市

場）へ上場後、翌年３月に映像ソフト（DVD）の卸売も開始し、音楽映像、家庭用ゲームといったエン

タテインメントソフトの総合卸売企業としての競争力を強化するとともに、卸売事業で培ってきた多品

種・小ロットの物流ノウハウを活用し、ソフトメーカーの物流受託業務（サード・パーティー・ロジス

ティクス）等、事業領域の拡大を進めました。この間、携帯電話の普及、インターネット回線の高速化

が進む中、平成16年に携帯電話向け着うたサイトの開始、平成22年に衛星放送事業の開始など新規事

業にも取り組み、主要事業である卸売事業部門では、平成 20 年７月に同業者の株式会社ハブ・ア・

グッドを、平成 21 年６月に株式会社トライをそれぞれ株式取得により完全子化会社し、平成 22 年 12

月に株式会社アイ信の映像ソフト卸売事業を譲り受け、さらなるシェア拡大に努めました。 

一方、平成 19 年にアメリカで発売された「iPhone」が翌年には日本でも発売され、その後発売され

た「Android」端末を含めた、携帯電話からスマートフォンへの急速なシフトに伴う、音楽映像ソフト

やゲームソフトの配信サービスの台頭により CD/DVD 等のパッケージソフト市場は大きな影響を受けて

おります。また、レンタル市場においては、大手チェーンの寡占化が進み、激しい価格競争に伴い、中

小零細のレンタル店が転廃業する中、大型・中堅のレンタル店は事業継続のためリサイクル、ネットカ
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フェ等の複合店舗や業態変更等を進めております。 

 こうした厳しい市場環境の中、当社は、子会社の統合、事業所の統合、システムの一本化等によるコ

スト削減に注力する中、平成 25 年８月に、当社の代表取締役社長である金岡氏がボンズ・アドバイザ

リーから公開買付者の情報を受け取り（上記③「公開買付者における意思決定に至る過程」参照）、検

討の上、同年 10 月頃から本公開買付けについての本格的な検討を開始しました。その結果、本公開買

付けを通じて公開買付者グループに入ることにより、公開買付者の有する経営資源や電子機器の製造技

術、アプリケーションソフトの開発技術等を当社においても有効に活用し、主要事業である音楽映像ソ

フト、ゲームソフト等の卸売事業だけでなく、サード・パーティー・ロジスティクス事業、衛星放送事

業においても、シナジー効果が十分に発揮され、当社単独で企業努力を重ねる以上に、当社グループの

企業価値の向上が果たせると判断しました。 

当社は、以下にあげる主な取り組みによって相乗効果が享受できるものと考えております。 

・ 公開買付者の IT 技術、製造分野に加え小売店舗での販促支援、写真業界の支援ノウハウを活用し

た当社グループ取引先である、全国のレンタルショップ、大手音楽映像ソフトメーカー、ホテルな

どへの革新的な共同提案 

・ 公開買付者の IT 技術を活用し、当社グループが持つレンタルを中心としたリアルショップの流通

ネットワークに対するOnline to Offline等、新たなサービスやビジネスモデルの共同展開 

・ 公開買付者の飲食業の運営ノウハウを活用し、当社グループの販売先に対するカフェ等の複合等新

たな店舗モデルの共同提案 

・ 公開買付者が保有する海外ネットワークを活用し、当社グループの販売チャネルへの新たな商材の

共同開発 

・ 公開買付者が保有する電子機器・映像音響関連機器の製造技術を活用し、当社グループの主な販売

先である音楽映像ソフトのレンタル店のユーザーである音楽・映画等の愛好者のニーズに合わせた

音響機器・映像ソフトの再生機器等の共同開発 

・ 公開買付者の IT 技術を活用し、当社グループの物流ノウハウを活かしたサード・パーティー・ロ

ジスティクス事業におけるネット通販の物流業務受託等の領域拡大を含む共同展開 

・ 公開買付者の IT 技術を活用し、当社グループが行う衛星放送事業のうち、事業者向けのサービス

に関する新たなサービスやビジネスモデルの共同展開 

・ 当社グループが保有する音楽映像等のコンテンツビジネスに関するノウハウと公開買付者のデジタ

ル処理技術、IT技術を生かした新たなビジネスの共同展開 

・ その他の相互のグループ企業の様々な連携  

当社は、以上にあげる主な取り組みによって相乗効果が享受できるものと考えております。具体的に

は、本公開買付けが成立した後、各テーマに沿って速やかに当社と公開買付者双方によるチームを編成

し、業務提携について検討を開始する予定であります。 

 

(b) 当社取締役会における決議 

上記協議・検討の結果、当社は、平成26年３月28日、取締役会（取締役４名中、金岡氏と金岡昭光

氏を除いた取締役２名が出席）を開催し、本公開買付けの諸条件、公開買付者グループとのシナジー効

果や補完関係等を総合的に考慮し、本公開買付けは当社の企業価値及び株主共同の利益を向上させると

思われること、また、上記（２）「意見の根拠及び理由」①「本公開買付けの概要」のとおり、公開買

付者は、本公開買付け成立後も引き続き当社株式の上場を維持する方針であるため、当社の知名度、独

立性、信用力及び従業員のモチベーション並びに取引先との関係維持など、ステークホルダーにとって

も望ましいことであり、また、証券取引所において多様な資金調達を円滑に実現する機会を確保するこ

とができること、さらに、後記（３）「算定に関する事項」に記載のとおり、公開買付者及び当社から

独立した第三者算定機関である ACE コンサルティング株式会社（以下「ACE コンサルティング」といい

ます。）に対し、当社株式の価値算定を依頼し、株式価値算定書を取得するとともに、後記（６）「公正

性を担保するための措置」②「独立した法律事務所からの助言」に記載のとおり、当社のリーガル・ア

ドバイザーとして、二重橋法律事務所から法的助言を得て、本公開買付けの諸条件について検討した結
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果、本公開買付けが実施された場合には本公開買付けの実施に賛同する旨を決議しました。また、当社

は、本公開買付けの諸条件について検討した結果、本公開買付けにおける当社株式の買付け等の価格は

株式価値算定書の算定結果よりも高いことから、株主に対して応募を推奨することにも一定の合理性が

あると考えられるものの、本公開買付けにおいては買付予定数の上限が設定され本公開買付け成立後も

当社株式の上場が維持される予定であるため、株主としては本公開買付け成立後も当社株式を所有する

ことにも十分な合理性が認められることに鑑み、株主が本公開買付けに応募するか否かについては中立

の立場をとり、株主の皆様の判断に委ねる旨を、当該審議及び決議に参加した当社取締役２名の全員一

致で決議しました。なお、当該取締役会に出席した監査役（３名全員出席）は、いずれも、本公開買付

けが実施された場合には当社が本公開買付けの実施に賛同するとともに本公開買付けに応募するか否か

については、株主の皆様の判断に委ねる旨の意見を表明することについて、異議がない旨の意見を申し

述べております。 

 

(c) 公開買付者との間の公開買付賛同契約の締結  

当社は、上記の取締役会決議の後、公開買付者との間で、平成26年３月28日付で公開買付賛同契約

（以下「本賛同契約」といいます。）を締結しております。本賛同契約の概要は以下のとおりでありま

す。 

(i) 当社は、本公開買付けの諸条件、公開買付者グループとのシナジー効果や補完関係等を総

合的に考慮し、本公開買付けは当社の企業価値及び株主共同の利益を向上させると認められ

ることにより、本公開買付けに賛同する旨の取締役会決議（以下「賛同決議」といいます。）

を行った場合、公開買付期間が満了するまでの間、賛同決議を維持し、これを撤回又は変更

する取締役会決議を行わないものとする。但し、賛同決議を維持することが当社の取締役と

しての善管注意義務に違反すると当社が合理的に判断する場合はこの限りではない。 

(ii) 当社は、本賛同契約締結日以降、公開買付者以外の者に対し、公開買付けの実施その他の

方法により対象株式を取得するよう勧誘、提案、打診その他これを誘引する行為を行わず、

また、公開買付者以外に公開買付けを実施しようとする者と当該公開買付けに関して積極的

に接触しないものとする（以下、これらの行為を総称して「勧誘等」といいます。）。但し、

勧誘等を行わないことが当社の取締役としての善管注意義務に違反すると当社が合理的に判

断する場合にはこの限りではない。 

(iii) 当社は、善良なる管理者の注意をもって、かつ、通常の業務遂行の方法により、当社の業

務の執行及び財産の管理・運営を行うものとする。 

(iv) 本公開買付けが成立した場合には、その後、公開買付者の指定する者が当社の取締役に選

任されるまでの期間、当社は、当社の取締役会に対して公開買付者が指定する公開買付者の

取締役又は従業員であって、かつ、当社が予め同意する者（以下「オブザーバー」といいま

す。）１名をオブザーバーとして参加させる。オブザーバーは、取締役会に出席し、意見を述

べることができる。 

(v) 公開買付者は、公開買付者の指定する者が当社の取締役に選任された時以降は、当社の取

締役会にオブザーバーを参加させることができない。 

(vi) 公開買付者は、オブザーバーが当社の取締役会に参加して知った当社に関する一切の情報

について、当社からの書面による事前の承諾なく、第三者に開示又は漏洩しないものとする

（以下「秘密保持義務」といいます。）。公開買付者は、オブザーバーに対して、秘密保持義

務と同等以上の義務を負わせるとともに、オブザーバーが当該義務を遵守する旨を誓約する

内容の書面に署名及び押印をしたものを徴求するものとする。 

(vii)  当社は、本公開買付けが成立したことを条件として、平成 26 年６月に開催が予定される

当社の定時株主総会に上程する議案について、公開買付者が当社と誠実に協議の上、合理的

に指名する者３名を当社の取締役に選任するための議案を当該定時株主総会に上程するもの

とする。なお、公開買付者は、当該定時株主総会終了後も、公開買付者から派遣又は指名さ

れる当社の役員の人数について、可能な限り維持するものとし、これを変更する場合には、
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事前に当社と誠実に協議をするものとする。 

(viii) 当社は、金岡正光代表取締役社長及び金岡昭光専務取締役を、前項に定める定時株主総

会の役員選任議案の上程にかかる取締役会の審議及び決議に参加させないものとする。 

 

（３）算定に関する事項 

当社は、本公開買付けに関する意見表明を行うにあたり、公開買付者及び当社から独立した第三者算

定機関であるACEコンサルティングに対し、当社株式の価値算定を依頼し、平成26年３月23日付で株

式価値算定書を取得しています。なお、ACE コンサルティングは、当社及び公開買付者の関連当事者に

は該当せず、当社及び公開買付者との間で重要な利害関係を有しません。また、当社は、ACE コンサル

ティングより、本公開買付価格が財務的見地から当社にとって妥当である旨の意見書（フェアネス・オ

ピニオン）を取得していません。 

ACE コンサルティングは、当社の株式が上場していることから基本的に市場株価法を用いるとともに、

当社の株式価値を多面的に評価する観点からDCF法及び類似会社比準法も用いて、当社株式の株式価値

算定を行いました。当該算定書に記載された算定の概要は以下のとおりです。 

(a) 市場株価法 ： 159円～164円 

(b) DCF法 ： 190円～198円 

(c) 類似会社比準法 ： 287円～299円 

市場株価法では、株式価値算定書を取得した日の前営業日である平成26年３月20日を基準日として

JASDAQ における当社株式の、直近６ヶ月間の終値単純平均値 162 円（小数点以下第一位四捨五入。以

下、単純平均株価の計算において同様です。）、直近３ヶ月間の終値単純平均値164円、直近１ヶ月間の

終値単純平均値 160 円、及び基準日終値 159 円を基に、当社株式の１株当たりの価値は、159 円～164

円と分析しています。 

DCF 法（ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法）では、当社の平成 27 年３月期以降の事業計

画における収益や投資計画、一般に公開された情報等の諸要素等を前提として、当社が将来において創

出すると見込まれるフリー・キャッシュ・フローを、当社の資本コストなど一定の割引率で現在価値に

割り引いて当社の企業価値や株式価値を分析し、これにより当社株式の１株当たりの価値は、190 円～

198 円と分析しています。なお、DCF 法による分析に用いた当社の業績見込には、大幅な増益が見込ま

れている事業年度が含まれています。これは平成26年３月期において、RSS（レベニュー・シェアリン

グ・システム）の積極的な導入による売上原価の増加により粗利益が減少し 105 百万円の営業損失(平

成 26 年２月６日公表「業績予想の修正に関するお知らせ」参照)見込みとなった一方、平成 27 年３月

期においては、PS4（プレイステーション４）の収益が年間で寄与するとともに、従来赤字だった連結

子会社である株式会社ムービーチャンネルの黒字化や、RSS の抑制、事業所閉鎖・集約による家賃の減

少、販売管理コストの低減等により営業利益への転換が見込まれるためです。ただし、翌平成 28 年３

月期は、売上高が落ち込む一方、販売管理コストの低減等の限界により営業黒字は確保されるものの減

益が見込まれます。 

類似会社比準法では、当社と事業内容が類似する上場会社の市場株価（１ヶ月、３ヶ月、６ヶ月、１

年間）と収益性および純資産を示す財務指標との比較を通じて算定した当社株式の１株当たりの価値は、

287円～299円と分析しています。 

なお、本公開買付価格である１株当たり350円は、公開買付者及び当社が本公開買付けを公表をした

平成 26 年３月 28 日の直近取引成立日である平成 26 年３月 26 日の東京証券取引所 JASDAQ スタンダー

ドにおける当社株式の終値 160 円に対して 118.75％（小数点以下第三位四捨五入。以下、プレミアム

の計算において同様です。）、過去１ヶ月間（平成26年２月28日から平成26年３月27日まで）の当社

株式の終値の単純平均値 161 円に対して 117.39％、過去３ヶ月間（平成 25 年 12 月 28 日から平成 26

年３月27日まで）の当社株式の終値の単純平均値て164円に対して113.41％、過去６ヶ月間（平成25

年９月28日から平成26年３月27日まで）の当社株式の終値の単純平均値162 円に対して116.05％の

プレミアムをそれぞれ加えた金額となります。 
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（４）上場廃止となる見込み及びその事由 

当社普通株式は JASDAQ に上場されていますが、本公開買付けは当社の上場廃止を企図するものでは

ないとのことであり、公開買付者は、公開買付者は 2,417,000 株（所有割合 51.01％）を上限として本

公開買付けを実施するとのことですので、当社は本公開買付け成立後も当社株式の JASDAQ における上

場を維持する予定です。公開買付者は、上場維持による知名度・信用力・これらに伴う従業員のモチ

ベーションの維持といった意義を重視しているため、当社株式の JASDAQ 上場を維持することが望まし

いと考えているとのことです。このように公開買付者が本公開買付け成立後も当社の上場を維持する方

針を有していることは、当社の独立性及び信用力、従業員のモチベーション並びに取引先との関係の維

持、その他の理由から、当社のみならず、当社の従業員、取引先等の当社のステークホルダーにとって

も望ましいことであると考えております。 

 

（５）いわゆる二段階買収に関する事項 

本公開買付けは、いわゆる二段階買収を予定しているものではありません。 

 

（６）公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置 

当社は、当社の代表取締役社長かつ筆頭株主である金岡氏及び金岡氏の資産管理会社でありかつ第２

位株主であるベイシックが公開買付者との間で本応募契約を締結しており、金岡氏及びベイシックと少

数株主との利害が必ずしも一致するものではないことから、本公開買付けに係る審議に慎重を期し、本

公開買付けの公正性及び適正を担保するため、以下の措置を講じております。 

 

① 独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得 

当社は、本公開買付けの公正性を担保するための措置として上記(３)「算定に関する事項」に記載の

とおり、本公開買付価格の適正性を判断するにあたり、その参考資料として当社及び公開買付者から独

立した第三者算定機関であるACEコンサルティングより株式価値算定書を受領しています。なお、当社

は、ACE コンサルティングより、本公開買付価格が財務的見地から当社にとって妥当である旨の意見書

（フェアネス・オピニオン）を取得していません。 

 

②  独立した法律事務所からの助言 

当社は、取締役会での検討及び意思決定に際しては、当社及び公開買付者から独立したリーガル・ア

ドバイザーとして二重橋法律事務所を選任し、同法律事務所より、本公開買付けの諸手続を含む取締役

会の意思決定の方法・過程等について、必要な法的助言を受けています。 

 

③ 利害関係を有しない取締役全員の承認と監査役の意見 

当社は、株式価値算定書の内容及び二重橋法律事務所からの法的助言等を踏まえ、平成 26 年３月 28

日に当社取締役会（取締役４名中、金岡氏と金岡昭光氏を除いた取締役２名が出席）を開催し、本公開

買付けの諸条件について検討しました。その結果、当社取締役会は、本公開買付けの諸条件、公開買付

者グループとのシナジー効果や補完関係等を総合的に考慮し、本公開買付けは当社の企業価値及び株主

共同の利益を向上させると思われること、また、公開買付者は、本公開買付け成立後も引き続き当社株

式の上場を維持する方針であるため、当社の知名度、独立性、信用力及び従業員のモチベーション並び

に取引先との関係維持など、ステークホルダーにとっても望ましいことであり、証券取引所において多

様な資金調達を円滑に実現する機会を確保することができることから、本公開買付けが実施された場合

には本公開買付けの実施に賛同する旨、及び、株主が本公開買付けに応募するか否かについては、株主

の皆様の判断に委ねる旨を、当該審議及び決議に参加した当社取締役２名の全員一致で決議しました。

また、当該取締役会に出席した監査役（３名全員出席）は、いずれも、本公開買付けが実施された場合

には当社が本公開買付けの実施に賛同するとともに、本公開買付けに応募するか否かについては、株主

の皆様の判断に委ねる旨の意見を表明することについて、異議がない旨の意見を申し述べております。 
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なお、当社の取締役のうち、代表取締役社長である金岡氏は、公開買付者との間で本応募契約を締結

しているため、また、専務取締役である金岡昭光氏は公開買付者との間で公開買付応募契約を締結して

いないものの金岡氏の親族であるため、利益相反防止の観点から、本公開買付けに関する当社取締役会

の審議及び決議には参加していません。 

 

④ 支配株主との間に利害関係を有しない者による、上場会社又はその子会社等による決定が少数株主

にとって不利益でないことに関する意見の入手 

当社は、本公開買付けにおける意思決定の恣意性を排除し、当社の意思決定過程の公正性、透明性及

び客観性を確保することを目的として、当社及び本公開買付けと利害関係を有しない当社の社外監査役

２名(木村三郎氏、正村俊記氏)に対し、（a）本公開買付けが当社の企業価値向上に資するか、（b）本公

開買付けに係る交渉過程及び本公開買付けに係る手続の公正性は確保されているか、及び（c）その他本

公開買付けが当社の少数株主にとって不利益なものでないかについて諮問し、これらの点についての意

見書を当社に提出することを委嘱しました。 

当社の社外監査役２名は、上記諮問事項に関し当社から公開買付者の提案内容について説明を受け、

検討いたしました。同社外監査役２名は、（a）当社の近時の経営状況、特に、直近の第 31 期（平成 24

年４月１日～平成25年３月31日）事業年度において75,670千円の純損失を計上している状況を考慮す

ると、販売およびレンタル用音楽映像関連商品の販売・卸売事業を取り巻く業界環境が、スマートフォ

ンの普及やインターネット環境の高速化によるオンデマンド音楽映像配信サービス利用の増加といった

代替サービスの台頭、大型ヒット作品の減少、さらには、当社グループの取引先であるレンタル店の急

速な再編に伴う寡占による過当競争の影響により競争が激化している状況において、当社が公開買付者

のグループ企業になることにより、主に音楽映像関連商品の販売・卸売事業において公開買付者が保有

する経営資源やノウハウ、商品やサービスを活用し、当社の既存の音楽映像卸売事業や小ロットかつタ

イムリー配送のノウハウとの様々なシナジー効果を発揮することで企業価値向上が果たせると判断した

ことは、合理性が認められること、また、本公開買付けの結果、当社の取締役会の構成が変わることに

なるが、代表取締役社長は本公開買付け以前から当社の役員を務める者の中から選任され、また、社外

監査役２名も従来どおり当社の業務監査に従事することを予定していることから、それにより当社の事

業に大きな影響が生じるとは判断できないこと、（b）当社は本公開買付けに対する賛同意見を公表する

ことを決定する平成 26 年３月 28 日に当社取締役会において、取締役 4 名中、金岡氏と金岡昭光氏を除

いた取締役２名のみが出席し、上記決定を行っているが、かかる方策は、特別利害関係者に該当しうる

取締役の影響を排除するために適切なものと言えること、当社は、公開買付者、当社及び支配株主

（注）から独立した第三者算定機関である ACE コンサルティングから株式価値算定書を取得し、また、

公開買付者、当社及び支配株主から独立した二重橋法律事務所から法的助言を受けており、専門家の助

言に基づく適正な手続きを履践していることから本公開買付けに係る交渉過程及び本公開買付けに係る

手続は公正なものと考えられること、（c）上記（a）、（b）に加えて、本公開買付価格は、公開買付者が、

当社が公表している財務諸表や東京証券取引所における当社株式の市場株価の動向等の一般に公表され

ている客観的な情報に基づきつつ、当社の株式価値に関するその他の諸要素（公開買付者において実施

したデュー・デリジェンスの結果等）を総合的に考慮した上で、金岡氏及び当社との協議及び交渉の結

果を踏まえて決定したものであるが、かかる経緯について不自然な点は認められないこと、公開買付け

が成立した場合、公開買付者は、当社株式 2,417,000 株（所有割合 51.01％）を保有し、本公開買付け

成立後も当社株式のJASDAQにおける上場を維持する方針であること、上場維持により当社の役職員のモ

チベーションの維持が期待され、また、資金調達の多様性が確保できることから、本公開買付けが当社

の少数株主にとっても不利益なものでないと判断する旨の意見書を平成 26 年３月 28 日に当社に提出し

ております。 

（注）当社が平成 25 年６月 27 日に公表した「支配株主等に関する事項について」に記載のとおり、金

岡氏は当社の支配株主に該当します。 
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４．公開買付者と自社の株主・取締役等との間における公開買付けへの応募に係る重要な合意に関する事項 

 

公開買付者によれば、公開買付者は、本公開買付けの実施にあたり、当社の代表取締役社長かつ筆頭株

主である金岡氏及び金岡氏の資産管理会社でありかつ第２位株主であるベイシックとの間で、平成 26 年３

月 28 日付で本応募契約を締結し、金岡氏が保有する当社株式 1,693,400 株（所有割合 35.74％）及びベイ

シックが保有する当社株式 523,040 株（所有割合 11.04％）の全てについて本公開買付けに応募する旨の合

意をしているとのことです。その他、本応募契約においては、①金岡氏及びベイシックによる表明及び保証

（注１）、②金岡氏及びベイシックによる表明及び保証違反又は本応募契約に定める義務（注２）違反によ

る補償責任について規定されているとのことです。なお、本応募契約において、応募に関する前提条件は規

定されていないとのことです。 

 (ⅰ)本応募契約においては、公開買付者と金岡氏及びベイシックとの間で、平成 26 年６月に開催が予定

される当社の定時株主総会における当社株式にかかる議決権の行使について合意している事項はなく、かつ、

その他、公開買付者と金岡氏及びベイシックとの間で、当社株式にかかる議決権その他の権利について合意

している事項はないことから、金岡氏及びベイシックは、当社株式にかかる議決権その他の権利の行使につ

いては、各自の自由な判断に基づき行使することができること、(ⅱ)その他、公開買付者と金岡氏及びベイ

シックの間に、共同して当社株式を取得又は譲渡する合意は存在しないこと、(ⅲ)並びに公開買付者と金岡

氏及びベイシックの間に、本公開買付け成立後に相互に当社株式を譲渡し又は譲り受ける合意は存在しない

ことから、金岡氏及びベイシックは公開買付者の実質的特別関係者には該当していないとのことです。 

（注１） 本応募契約における(ⅰ)金岡氏の表明及び保証として、①当社株式についての権利、②偶発債務の不存

在、③当社グループと反社会的勢力との関係の不存在が規定されているとのことです。また、(ⅱ)ベイ

シックの表明及び保証として、当社株式についての権利が規定されているとのことです。 

（注２） 本応募契約における(ⅰ)金岡氏の義務として、①応募後速やかに、本公開買付けへの応募申込書の写し

を交付する義務、②契約上の地位譲渡の禁止、③秘密保持義務、④本公開買付けに関する公表に先立つ

協議・同意取得義務、及び⑤誠実協議に関する義務が規定されているとのことです。また、(ⅱ)ベイ

シックの義務として、上記①から⑤と同様の義務に加えて、本応募契約締結後速やかに、当社株式にか

かる質権を解除する義務が規定されているとのことです。 

 

 

５．公開買付者又はその特別関係者による利益供与の内容 

 

該当事項はありません。 

 

 

６．会社の支配に関する基本方針に係る対応方針 

 

該当事項はありません。 

 

 

７．公開買付者に対する質問 

 

該当事項はありません。 

 

 

８．公開買付期間の延長請求 

 

該当事項はありません。 
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９．今後の見通し 

 

(１) 本公開買付け成立後の方針 

本公開買付け成立後の方針については、上記２．「当該公開買付けに関する意見の内容、根拠及び理

由」(３)「上場廃止となる見込み及びその事由」をご参照下さい。 

 

(２) 今後の業績への影響の見通し 

本公開買付けが平成 26 年３月期の業績予想に与える影響は軽微であります。また、本公開買付けによ

り、将来的に当社にとって事業上のシナジー効果が期待されますが、具体的なシナジー効果につきまし

ては、本公開買付けの終了後に、検討していく予定であり、今後具体的な内容が固まったところで公表

する予定であります。 

 

 

１０．支配株主との取引等に関する事項 

 

（１）支配株主との取引等の該当性及び少数株主の保護の方策に関する指針への適合状況 

公開買付者は、上記４．「公開買付者と自社の株主・取締役等との間における公開買付けへの応募に係

る重要な合意に関する事項」のとおり、当社の支配株主である金岡氏との間で本応募契約を締結してい

ることから、当社が本公開買付けに関して意見を表明することは、支配株主との取引等に該当します。

当社は、平成 25 年７月８日付けのコーポレートガバナンス報告書において、「支配株主との取引等を行

う際における少数株主の保護の方策に関する指針」として、一般の取引条件と同様の適切な条件とする

ことを基本とし、取引内容及び条件の妥当性については取締役会において審議し、当社及び少数株主を

害することのないよう適切に対応する旨を記載しております。 

本公開買付けにおいて、当社は、上記３．「当該公開買付けに関する意見の内容、根拠及び理由」（６）

「公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置」に記載のとおり、本取締役会にお

いて、本公開買付けに関して利益が相反するおそれがある取締役を除いた取締役全員が出席して本公開

買付けに対する当社の意見を審議し、出席した取締役全員の賛成により決議され、その際、本取締役会

に当社監査役全員が出席し、当該意見を表明することにつき異議がない旨の意見を述べています。 

また、当社は、公開買付者及び本公開買付けと利害関係を有しない当社の社外監査役２名から、本公

開買付けは当社の少数株主にとって不利益なものでないと判断する旨の意見書を入手しております。さ

らに、本公開買付価格の適正性を判断するにあたり、その参考資料として当社及び公開買付者から独立

した第三者算定機関である ACE コンサルティングより株式価値算定書を受領しています。このように、

当社は、取締役会において本公開買付けに対する意見について審議を行うとともに、少数株主の保護を

図るための措置を実施しており、上記指針に適合していると考えております。 

 

（２）公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置に関する事項 

上記３．「当該公開買付けに関する意見の内容、根拠及び理由」（６）「公正性を担保するための措置及

び利益相反を回避するための措置」をご参照ください。 

 

（３）当該取引等が少数株主にとって不利益なものではないことに関する、支配株主と利害関係のない者から

入手した意見の概要 

上記３．「当該公開買付けに関する意見の内容、根拠及び理由」（６）「公正性を担保するための措置及

び利益相反を回避するための措置」④「支配株主との間に利害関係を有しない者による、上場会社又は

その子会社等による決定が少数株主にとって不利益でないことに関する意見の入手」に記載のとおり、

平成 26 年３月 28 日付けで、当社の社外監査役２名（木村三郎氏、正村俊記氏）から、（a）当社が公開

買付者のグループ企業になることにより、主に音楽映像関連商品の販売・卸売事業において公開買付者

が保有する経営資源やノウハウ、商品やサービスを活用し、当社の既存の音楽映像卸売事業や小ロット
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かつタイムリー配送のノウハウとの様々なシナジー効果を発揮することで企業価値向上が果たせること、

（b）本公開買付けに係る交渉過程及び本公開買付けに係る手続は公正なものと考えられること、（c）本

公開買付価格の決定過程に不自然な点は認められず、また、上場維持により当社の役職員のモチベー

ションの維持が期待され、また、資金調達の多様性が確保できることから、本公開買付けが当社の少数

株主にとって不利益なものでないと判断する旨を内容とする意見書を入手しております。 

以 上 

 

（参考）「株式会社シーエスロジネット株式（証券コード2710）に対する公開買付けの開始に関するお

知らせ」（別添） 



 - 1 -

平成26年３月28日 

 

各   位 

 

会 社 名：テクタイト株式会社  

代表者名：代表取締役社長  松本 能和 

 

 

 

株式会社シーエスロジネット株式（証券コード2710）に対する公開買付けの開始に関するお知らせ 
 

 

テクタイト株式会社（以下「公開買付者」といいます。）は、本日開催の取締役会において、下記のとおり株式会社

シーエスロジネット（コード番号：2710、株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）JASADAQ ス

タンダード市場、以下「対象者」といいます。）の普通株式を金融商品取引法（昭和23 年法律第25 号。その後の改正を

含みます。以下「法」といいます。）に基づく公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）により取得することを

決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．買付け等の目的等 

 （１）本公開買付けの概要 

公開買付者は、平成 26 年３月 28 日開催の取締役会において、東京証券取引所の開設する市場である JASDAQ スタ

ンダード市場（以下「JASDAQ」といいます。）に上場している対象者を公開買付者の子会社とすることを目的として、

本公開買付けを実施することを決議いたしました。 

本公開買付けにおいては、対象者を子会社化することを目的とするものであること及び本公開買付け成立後も引き

続き対象者株式の上場を維持する方針であることから、買付予定数の下限及び上限を 2,417,000 株（注１）（所有割

合（注２）51.01％）としております。 

本公開買付けに応じて売付け等がなされた株券等（以下「応募株券等」といいます。）の総数が買付予定数の下限

（2,417,000 株）に満たない場合は、応募株券等の全部の買付け等を行いません。また、応募株券等の総数が買付予

定数の上限（2,417,000 株）を超える場合は、その超える部分の全部又は一部の買付け等を行わず、法第 27 条の 13

第５項及び発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令（平成２年大蔵省令第 38 号。その後

の改正を含みます。以下「府令」といいます。）第 32 条に規定するあん分比例の方式により、株券等の買付けに係

る受渡しその他の決済を行います。 

（注１）対象者が平成 26 年２月 10 日に提出した第 32 期第３四半期報告書に記載された平成 25 年 12 月 31 日現

在の発行済株式総数（5,257,950 株）から、同日現在対象者が所有する自己株式数（520,000 株）を控除

した株式数（4,737,950 株）に 51.00％を乗じて１単元（1,000 株）未満を切上げた株式数（2,417,000

株）を設定しております。 

（注２）対象者が平成 26 年２月 10 日に提出した第 32 期第３四半期報告書に記載された平成 25 年 12 月 31 日現

在の発行済株式総数（5,257,950 株）から、同日現在対象者が所有する自己株式数（520,000 株）を控除

した株式数（4,737,950 株）に対する割合をいい、小数点以下第三位を四捨五入しております。以下、所

有割合の計算において同様です。 

公開買付者は、本公開買付けの実施にあたり、対象者の代表取締役社長かつ筆頭株主である金岡正光氏（以下「金

岡氏」といいます。）及び金岡氏の資産管理会社でありかつ第２位株主である有限会社ベイシック（以下「ベイシッ

ク」といいます。）との間で、平成26年３月28日付で公開買付応募契約（以下「本応募契約」といいます。）を締

結し、金岡氏が保有する対象者株式 1,693,400 株（所有割合 35.74％）及びベイシックが保有する対象者株式

523,040 株（所有割合11.04％）の全て（2,216,440 株、所有割合46.78％）について本公開買付けに応募する旨の合

意をしております（概要については、後記「（５）公開買付者と対象者の株主との間における本公開買付けの応募に
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係る重要な合意に関する事項」をご参照ください。）。 

 

なお、対象者が平成26年３月28日に公表した「テクタイト株式会社による当社株券に対する公開買付けに関する

意見表明のお知らせ」（以下「対象者プレスリリース」といいます。）によれば、対象者は、平成26年３月28日に

対象者取締役会（取締役４名中、金岡氏と金岡昭光氏を除いた取締役２名が出席）を開催し、本公開買付けの諸条件

について検討したとのことです。その結果、対象者取締役会は、本公開買付けの諸条件、公開買付者グループとのシ

ナジー効果や補完関係等を総合的に考慮し、本公開買付けは対象者の企業価値及び株主共同の利益を向上させると思

われること、また、公開買付者は、本公開買付け成立後も引き続き対象者株式の上場を維持する方針であるため、対

象者の知名度、独立性、信用力及び従業員のモチベーション並びに取引先との関係維持など、ステークホルダーに

とっても望ましいことであり、証券取引所において多様な資金調達を円滑に実現する機会を確保することができるこ

と、さらに、公開買付者及び対象者から独立した第三者算定機関であるＡＣＥコンサルティング株式会社（以下「Ａ

ＣＥコンサルティング」といいます。）に対し、対象者株式の価値算定を依頼し、株式価値算定書を取得するととも

に、対象者のリーガル・アドバイザーとして二重橋法律事務所からの法的助言を得て、本公開買付けの諸条件につい

て検討した結果、本公開買付けが実施された場合には本公開買付けの実施に賛同する旨を決議したとのことです。ま

た、対象者は、本公開買付けの諸条件について検討した結果、本公開買付けにおける対象者株式の買付け等の価格

（以下「本公開買付価格」といいます。）は株式価値算定書の算定結果よりも高いことから、株主に対して応募を推

奨することにも一定の合理性があると考えられるものの、本公開買付けにおいては買付予定数の上限が設定され本公

開買付け成立後も対象者株式の上場が維持される予定であるため、対象者の株主としては本公開買付け成立後も対象

者株式を所有することにも十分な合理性が認められることに鑑み、株主が本公開買付けに応募するか否かについては

中立の立場をとり、株主の皆様の判断に委ねる旨を、当該審議及び決議に参加した対象者取締役２名の全員一致で決

議したとのことです（公開買付者と対象者との間の本公開買付けにかかる賛同に関する合意の詳細等については、後

記「（２）本公開買付けの実施を決定するに至った背景及び目的並びに本公開買付け後の経営方針」「③対象者の賛

同等」をご参照ください。）。なお、当該取締役会に出席した監査役（監査役３名全員出席）は、いずれも、本公開

買付けが実施された場合には対象者が本公開買付けの実施に賛同するとともに、本公開買付けに応募するか否かにつ

いては、株主の皆様の判断に委ねる旨の意見を表明することについて、異議がない旨の意見を申し述べているとのこ

とです。 

なお、対象者の取締役のうち、代表取締役社長である金岡氏は、公開買付者との間で本応募契約を締結しているた

め、また、専務取締役である金岡昭光氏は公開買付者との間で公開買付応募契約を締結していないものの金岡氏の親

族であるため、利益相反防止の観点から、本公開買付けに関する対象者取締役会の審議及び決議には参加していない

とのことです。 

 

（２）本公開買付けの実施を決定するに至った背景及び目的並びに本公開買付け後の経営方針 

① 本公開買付けの実施を決定するに至った背景及び目的 

公開買付者は、電子部品・製品の輸出入販売、モーター・ブザー等電子部品開発製造販売、電子機器・電子製品の

開発製造販売、家電製品・光学機器の卸売事業、EMS（電子機器の受託生産）事業、E－コマース事業（電子商取引）、

写真・映像機器関連の卸売事業等を営む事業会社です。振動 MOTOR（線量計等に使用）の分野においては世界最低消

費電流の振動 MOTOR の開発及び製造を行うという世界にも誇れる技術を有し、ゴルフ用 GPS 端末機器（残距離測定

器）では業界初の高低差測定機能のついた GPS 端末機を開発・上市するなど、電子部品・機器の開発・製造に関し誇

れる技術・ノウハウを持っております。また、東京営業所、名古屋営業所、広島営業所、静岡 DEPO、及びグループ

企業であるハンザテック福岡株式会社では、家電・電気製品の卸売事業を中心に、家電量販店・カメラ量販店・カメ

ラチェーン店・ディスカウントストア等の小売り店舗に対する販売促進・情報提供などのサポート（店頭作り・メン

テナンス）や全国をカバーした物流サービスも展開し、映像関連事業においては、一般のテレビをインターネットに

接続するための WEB 端末機器（セットトップボックス・スマートスティック）の開発製造及び情報提供ソフトの開発

技術（UI[ユーザーインフォメーション]）を持っております。公開買付者は、テクタイトホールディングス株式会社

（以下「テクタイト HD」といいます。）がその議決権の 73.60％を保有しており、テクタイト HD はエレクトロニク

ス、デジタルマルチメディア、ソフト開発、Web サイト開発運営、ヒューマンリソーシング、アウトソーシング、

フード＆サービスの７つの分野で事業を展開するグループ会社の株式を保有するグループ統括会社で「常に自らを革

新し創造を続けることで未知の新しいビジネスに絶え間なくチャレンジしていくこと」を信条に事業展開を図ってお
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ります。 

一方、対象者は、対象者及び連結子会社２社で構成され（以下、対象者及び連結子会社２社を総称して「対象者グ

ループ」といいます。）、音楽ソフト（レンタル用 CD）、映像ソフト（DVD）、家庭用ゲーム機器及びゲームソフト

等の卸売販売、音楽映像ソフトのレンタル及び CD・コンシューマーゲーム等の販売、映像コンテンツの衛星放送事

業を行っており、国内の大手映像音楽ソフトメーカーと長年の取引実績を有しています。エンタテインメント・ソフ

ト市場において「情報と商品の供給によりお客様を後方支援する」という基本方針に基づき、タイムリーな商品供給

とより付加価値の高い情報サービスにより、差別化を図り、シェア拡大に努めています。 

しかしながら、販売及びレンタル用音楽映像関連商品の販売・卸売事業を取り巻く業界環境は、スマートフォンの

普及やインターネット通信環境の高速化によるオンデマンド音楽映像配信サービス利用の増加といった代替サービス

の台頭、大型ヒット作品の減少、さらには、対象者グループの取引先であるレンタル店の急速な再編に伴う寡占によ

る過当競争の影響により競争が激化しており、大きな転換期を迎えております。 

かかる環境の下、平成 25 年５月頃、対象者のフィナンシャル・アドバイザーであったボンズ・アドバイザリー有

限責任事業組合（以下「ボンズ・アドバイザリー」といいます。）（注１）は、旧知であった公開買付者のフィナン

シャル・アドバイザーである東京共同会計事務所（注２）（以下「公開買付者 FA」といいます。）から、異業種企業

の買収を積極的に行い事業拡大している企業として、公開買付者を匿名で紹介されたとのことです。ボンズ・アドバ

イザリーは、対象者が属する CD/DVD レンタル業界が大きく変貌する環境の中、対象者について、異業種との協働に

より、企業価値の増加が図れるのではないかと考え、公開買付者 FA に対して候補対象の１つとして対象者を匿名で

紹介したとのことです。これを受けて、公開買付者 FA は、ボンズ・アドバイザリーに対し、公開買付者のグループ

企業で対象者と同じ事業分類となる卸売を展開する企業があり、異業種間でシナジーを描ける可能性があるとの見解

を示し、本件についてフィナンシャル・アドバイザー間での交渉が始まったとのことです。本件は、異業種間の業

務・資本提携に発展する可能性があることから、平成 25 年６月から同年８月にかけて、双方フィナンシャル・アド

バイザーは時間をかけて両社の事業内容及びシナジーの分析を行い、双方フィナンシャル・アドバイザーが同年８月

上旬に各々の依頼主に対して提携先候補として公開買付者及び対象者を匿名で提案したところ、公開買付者及び対象

者は、当該提案に興味を持ったため、同年８月に金岡氏が対象者の代表取締役社長として公開買付者の代表者と面談

し、その後同年９月には金岡氏が対象者の代表取締役社長として公開買付者の施設見学などを行いました。公開買付

者は、当該提案及び対象者グループの事業内容を検討の上、シナジー効果を得るために対象者グループを公開買付者

のグループ企業とすることにより、主に、音楽映像関連商品の販売・卸売事業において公開買付者が保有する経営資

源やノウハウ、商品やサービスを提供し、対象者の既存の音楽映像卸売事業や小ロットかつタイムリー配送などの

様々なノウハウを活用することで公開買付者及び対象者双方の企業価値向上が果たせると判断いたしました。これを

受けて、公開買付者と対象者は平成25年 10 月頃から本公開買付けについて本格的な検討を開始しました。その中で、

公開買付者は、対象者株式の公開買付けを行うとともに、金岡氏が保有する対象者株式を応募していただく方法が最

も実現可能性が高いとの判断に基づき、ボンズ・アドバイザリーに対して、本公開買付けの提案を行いました。また、

同年 12 月中旬頃に、ボンズ・アドバイザリーが金岡氏に対して対象者株式の売却可能性について意向を確認したと

ころ、金岡氏から売却も検討できる旨の回答を得たとのことです。この時点で、対象者と対象者の支配株主としての

金岡氏の立場との間に将来的な利害の相反が生じる可能性が否定できなかったことから、ボンズ・アドバイザリーが

金岡氏個人のフィナンシャル・アドバイザーに就任し、対象者は、ACE コンサルティングをフィナンシャル・アドバ

イザーとして選任したとのことです。以後、金岡氏と公開買付者との間で、ボンズ・アドバイザリー及び公開買付者

FA を通じて、具体的な協議を開始いたしました。その後、平成 26 年１月７日に、公開買付者から金岡氏に対し、金

岡氏が保有する対象者株式（1,693,400 株、所有割合 35.74％）及びベイシックが保有する対象者株式（523,040 株、

所有割合 11.04％）の取得について打診したところ、金岡氏から真摯に検討したい旨の回答を受けました。そこで公

開買付者は、平成26年１月16日、対象者に対しても本公開買付けに係る意向を表明し、対象者の了解を得て、対象

者に対するデュー・デリジェンスを開始しました。その後、デュー・デリジェンスの結果を受けて、金岡氏と協議・

交渉を続けるとともに、平成 26 年２月以降、対象者との間でも、本公開買付けの目的や背景、グループ入りのメ

リット、本公開買付価格の算定の基礎及び経緯について説明を実施するなどし、協議・交渉を続け、平成 26 年３月

28 日開催の公開買付者の取締役会において、本公開買付けを実施することを決議し、金岡氏及びベイシックそれぞ

れとの間で本応募契約を締結いたしました。 

 (注１)金岡氏とボンズ・アドバイザリーの担当者とは対象者が上場して以来の旧知の間柄であり、当該担当者

がアライアンス支援業務において経験豊富で対象者の事業変遷を理解していることもあって、従来から
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各種アライアンス支援に関する相談を行っていました。そうしたところ、平成 25 年５月ころから、対象

者が業容拡大を図るべく同業種又は他業種の他社との事業展開の検討を開始するに当たり、当初、対象

者はボンズ・アドバイザリーをフィナンシャル・アドバイザーとして選任していたとのことです。 

(注２)公開買付者と東京共同会計事務所は、平成 18 年より税務会計コンサルティング業務を通じて取引関係が

あり、当該取引を通じて公開買付者は東京共同会計事務所の財務分析力に一定の評価をしていたため、

東京共同会計事務所が対象者を公開買付者に対して提携先候補として紹介したことを契機に、平成 25 年

８月、東京共同会計事務所をフィナンシャル・アドバイザーとして選任しております。 

一方、対象者は、昭和 56 年にレコードレンタル店を創業し、翌年会社設立の後、レコードレンタル市場の拡大に

合わせて、昭和 60 年４月にレンタル用レコードの卸売を開始し、レコードからＣＤへのシフトに伴う市場拡大とと

もに、タイムリーな商品供給と付加価値の高い情報サービスにより差別化を図ることで事業拡大を進め、平成６年

12 月には、ソニー・コンピュータエンタテインメントが発売した家庭用ゲーム機「プレイステーション」のゲーム

機及びソフトの卸売を開始したとのことです。平成 13 年９月に株式会社大阪証券取引所ナスダック・ジャパン市場

（現東京証券取引所 JASDAQ スタンダード市場）へ上場後、翌年３月に映像ソフト（DVD）の卸売も開始し、音楽映像、

家庭用ゲームといったエンタテインメントソフトの総合卸売企業としての競争力を強化するとともに、卸売事業で

培ってきた多品種・小ロットの物流ノウハウを活用し、ソフトメーカーの物流受託業務（サード・パーティー・ロジ

スティクス）等、事業領域の拡大を進めたとのことです。この間、携帯電話の普及、インターネット回線の高速化が

進む中、平成16年に携帯電話向け着うたサイトの開始、平成22年に衛星放送事業の開始など新規事業にも取り組み、

主要事業である卸売事業部門では、平成20年７月に同業者の株式会社ハブ・ア・グッドを、平成21年６月に株式会

社トライをそれぞれ株式取得により完全子会社化し、平成22年 12 月に株式会社アイ信の映像ソフト卸売事業を譲り

受け、さらなるシェア拡大に努めたとのことです。 

一方、平成 19 年にアメリカで発売された「iPhone」が翌年には日本でも発売され、その後発売された「Android」

端末を含めた、携帯電話からスマートフォンへの急速なシフトに伴う、音楽映像ソフトやゲームソフトの配信サービ

スの台頭により CD、DVD 等のパッケージソフト市場は大きな影響を受けているとのことです。また、レンタル市場に

おいては、大手チェーンの寡占化が進み、激しい価格競争に伴い、中小零細のレンタル店が転廃業する中、大型・中

堅のレンタル店は事業継続のためリサイクル、ネットカフェ等の複合や業態変更等を進めているとのことです。 

 こうした厳しい市場環境の中、対象者は、子会社の統合、事業所の統合、システムの一本化等によるコスト削減に

注力する中、平成 25 年８月に、対象者の代表取締役社長である金岡氏がボンズ・アドバイザリーより公開買付者の

情報提供を受け、検討の上、同年 10 月頃から本公開買付けについての本格的な検討を開始したとのことです。その

結果、本公開買付けを通じて公開買付者グループに入ることにより、公開買付者の有する経営資源や電子機器の製造

技術、アプリケーションソフトの開発技術等を対象者においても有効に活用し、主要事業である音楽映像ソフト、

ゲームソフト等の卸売事業だけでなく、サード・パーティー・ロジスティクス事業、衛星放送事業においても、シナ

ジー効果が十分に発揮され、対象者単独で企業努力を重ねる以上に、対象者グループの企業価値の向上が果たせると

判断したとのことです。 

対象者は、以下にあげる主な取り組みによって相乗効果が享受できるものと考えているとのことです。 

・公開買付者の IT、製造分野に加え小売店舗での販促支援、写真業界の支援ノウハウを活用した対象者グループ

取引先である、全国のレンタルショップ、大手音楽映像ソフトメーカー、ホテルなどへの革新的な共同提案 

・公開買付者の IT 技術を活用し、対象者グループが持つレンタルを中心としたリアルショップの流通ネット

ワークに対するOnline to Offline等、新たなサービスやビジネスモデルの共同展開 

・公開買付者の飲食業の運営ノウハウを活用し、対象者グループの販売先に対するカフェ等の複合等新たな店舗

モデルの共同提案 

・公開買付者が保有する海外ネットワークを活用し、対象者グループの販売チャネルへの新たな商材の共同開発 

・公開買付者が保有する電子機器・映像音響関連機器の製造技術を活用し、対象者グループの主な販売先である

音楽映像ソフトのレンタル店のユーザーである音楽・映画等の愛好者のニーズに合わせた音響機器・映像ソフ

トの再生機器等の共同開発 

・公開買付者の IT 技術を活用し、対象者グループの物流ノウハウを活かしたサード・パーティー・ロジスティ

クス事業におけるネット通販の物流業務受託等の領域拡大を含む共同展開 

・公開買付者の IT 技術を活用し、対象者グループが行う衛星放送事業のうち、事業者向けのサービスに関する

新たなサービスやビジネスモデルの共同展開 
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・対象者グループが保有する音楽映像等のコンテンツビジネスに関するノウハウと公開買付者のデジタル処理技

術、IT技術を生かした新たなビジネスの共同展開 

・その他の相互のグループ企業の様々な連携 

具体的には、本公開買付けが成立した後、各テーマに沿って速やかに対象者と公開買付者双方によるチームを編成

し、業務提携について検討を開始する予定であります。 

 

② 本公開買付け後の経営方針 

公開買付者は、本公開買付け成立後、対象者の大株主として、対象者がこれまで推進してきた事業運営方針をベー

スとして、公開買付者のリソースを活用し、更なる成長戦略の実現を目指す方針です。また、対象者とのシナジーを

早期に発揮させるため、公開買付者から対象者へ３名の取締役を派遣する予定です。具体的には、後記「③対象者の

賛同等」に記載のとおり、平成 26 年６月に開催が予定されている対象者の定時株主総会（以下「本定時株主総会」

といいます。）において、公開買付者が指名する者３名を対象者の取締役に選任するための議案を本定時株主総会に

上程することを要請する予定です。そして、対象者プレスリリースによれば、対象者は経営陣の若返りを図るため、

現代表取締役社長の金岡氏は、本公開買付けが成立した場合においては、本定時株主総会終結後直ちに、取締役を退

任し、現専務取締役の金岡昭光氏は取締役を退任して常勤監査役に就任し、現常勤監査役の高木敏明氏が監査役を退

任して代表取締役社長に就任する予定であるとのことです。なお、現取締役である伊藤義人氏及び山本孝人氏は、本

定時株主総会終結後も引き続き対象者取締役を務める予定とのことです。したがいまして、本公開買付けが成立し、

本定時株主総会において上記の役員選任議案が上程され可決された場合には、現取締役である伊藤義人氏及び山本孝

人氏に加えて、新たに、現常勤監査役の高木敏明氏及び公開買付者が派遣する３名が取締役に就任し、これにより取

締役の合計数は６名となる予定です。その他、本公開買付け成立後における対象者の役員構成の詳細については、本

公開買付け成立後、対象者と協議しながら決定していく予定です。なお、公開買付者は、上場維持による知名度・信

用力・これらに伴う従業員のモチベーションの維持といった意義を重視しているため、対象者株式の JASDAQ 上場を

維持することが望ましいことであると考えております。そのために、対象者の上場会社としての自主的な経営を保持

することが重要であると考えていることから、上記のとおり、現時点において、本公開買付け成立後において、対象

者の取締役会の過半数となる取締役を派遣する予定はありません。かかる観点を踏まえ、今後の経営体制及び具体的

な施策については、両社で協議を進める予定です。 

 

③ 対象者の賛同等 

公開買付者と対象者は、平成 26 年３月 28 日付で公開買付賛同契約（以下「本公開買付賛同契約」といいます。）

を締結しております。本公開買付賛同契約の概要は以下のとおりです。なお、対象者プレスリリースによれば、代表

取締役社長である金岡氏は、公開買付者との間で本応募契約を締結しているため、また、専務取締役である金岡昭光

氏は公開買付者との間で公開買付応募契約を締結していないものの金岡氏の親族であるため、利益相反防止の観点か

ら、本公開買付けに関する対象者取締役会の審議及び決議には参加していないとのことです。 

(a) 対象者は、本公開買付けの諸条件、公開買付者グループとのシナジー効果や補完関係等を総合的に考慮し、本

公開買付けは対象者の企業価値及び株主共同の利益を向上させると認められることにより、本公開買付けに賛

同する旨の取締役会決議（以下「賛同決議」といいます。）を行った場合、本公開買付けにかかる買付け等の期

間（以下「公開買付期間」といいます。）が満了するまでの間、賛同決議を維持し、これを撤回又は変更する取

締役会決議を行わないものとする。但し、賛同決議を維持することが対象者の取締役としての善管注意義務に

違反すると対象者が合理的に判断する場合はこの限りではない。 

(b) 対象者は、本公開買付賛同契約締結日以降、公開買付者以外の者に対し、公開買付けの実施その他の方法によ

り対象者株式を取得するよう勧誘、提案、打診その他これを誘引する行為を行わず、また、公開買付者以外に

公開買付けを実施しようとする者と当該公開買付けに関して積極的に接触しないものとする。但し、かかる勧

誘等を行わないことが対象者の取締役としての善管注意義務に違反すると対象者が合理的に判断する場合には

この限りではない。 

(c) 対象者は、善良なる管理者の注意をもって、かつ、通常の業務遂行の方法により、対象者の業務の執行及び財

産の管理・運営を行うものとする。 

(d) 本公開買付けが成立した場合には、その後、公開買付者の指定する者が対象者の取締役に選任されるまでの期

間、対象者は、対象者の取締役会に対して公開買付者が指定する公開買付者の取締役又は従業員であって、か
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つ、対象者が予め同意する者１名をオブザーバーとして参加させる。当該オブザーバーは、対象者の取締役会

に出席し、意見を述べることができる。 

(e) 公開買付者は、公開買付者の指定する者が対象者の取締役に選任された時以降は、対象者の取締役会にオブ

ザーバーを参加させることができない。 

(f) 公開買付者は、オブザーバーが対象者の取締役会に参加して知った対象者に関する一切の情報について、対象

者からの書面による事前の承諾なく、第三者に開示又は漏洩しないものとする。公開買付者は、オブザーバー

に対して、当該秘密保持義務と同等以上の義務を負わせるとともに、オブザーバーが当該義務を遵守する旨を

誓約する内容の書面に署名及び押印をしたものを徴求するものとする。 

(g) 対象者は、本公開買付けが成立したことを条件として、平成 26 年６月に開催が予定される本定時株主総会に上

程する議案について、公開買付者が対象者と誠実に協議の上、合理的に指名する者３名を対象者の取締役に選

任するための議案を本定時株主総会に上程するものとする。なお、公開買付者は、本定時株主総会終了後も、

公開買付者から派遣又は指名される対象者の役員の人数について、可能な限り維持するものとし、これを変更

する場合には、事前に対象者と誠実に協議をするものとする。 

(h) 対象者は、代表取締役社長である金岡氏及び専務取締役である金岡昭光氏を本定時株主総会の役員選任議案の

上程にかかる対象者取締役会の審議及び決議に参加させないものとする。 

 

（３）本公開買付価格の検討 

公開買付者は、本公開買付価格を決定するに際し、対象者が公表している財務情報、公開買付者において実施した

デュー・デリジェンスの結果、対象者株式の上場来の市場株価の推移、対象者による本公開買付けへの賛同の意見表

明の可否及び本公開買付けに対する応募の見通し等を総合的に勘案し、かつ、対象者及び本応募契約を締結している

金岡氏との協議・交渉の経過も踏まえ、最終的に平成26年３月28日開催の取締役会において、本公開買付価格を１

株当たり 350 円とすることを決議いたしました。なお、公開買付者は、本公開買付価格の決定にあたり、上記のとお

り、対象者が公表している財務諸表や東京証券取引所における対象者株式の市場株価の動向等の一般に公表されてい

る客観的な情報に基づきつつ、対象者の株式価値に関するその他の諸要素（公開買付者において実施したデュー・デ

リジェンスの結果）を総合的に考慮した上で、金岡氏及び対象者との協議及び交渉の結果を踏まえて本公開買付価格

を決定しており、第三者算定機関からの株式価値算定書を取得しておりません。 

なお、本公開買付価格 350 円は、本公開買付けの公表日の直近取引成立日である平成 26 年３月 26 日の JASDAQ に

おける対象者株式の終値 160 円に対して 118.75％（小数点以下第三位四捨五入。以下、プレミアムの計算において

同様です。）のプレミアムを、平成 26 年３月 27 日までの過去１ヶ月間の JASDAQ における対象者株式の終値の単純

平均値 161 円（小数点以下四捨五入。以下、単純平均値の計算において同様です。）に対して 117.39％のプレミア

ムを、平成 26 年３月 27 日までの過去３ヶ月間の JASDAQ における対象者株式の終値の単純平均値 164 円に対して

113.41％のプレミアムを、平成 26 年３月 27 日までの過去６ヶ月間の JASDAQ における対象者株式の終値の単純平均

値162円に対して116.05％のプレミアムをそれぞれ加えた価格であります。 

 

（４）対象者における本公開買付けの公正性を担保するための措置 

対象者プレスリリースによれば、対象者は、対象者の代表取締役社長かつ筆頭株主である金岡氏及び金岡氏の資産

管理会社でありかつ第２位株主であるベイシックが公開買付者との間で本応募契約を締結しており、金岡氏及びベイ

シックと対象者の少数株主と利害が必ずしも一致するものではないことから、本公開買付けに係る審議に慎重を期し、

本公開買付けの公正性及び適正を担保するため、以下のような措置を講じているとのことです。 

 

① 独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得 

対象者プレスリリースによれば、対象者は、本公開買付けに関する意見表明を行うにあたり、対象者及び公開買付

者から独立した第三者算定機関であるＡＣＥコンサルティングに対し、対象者株式の価値算定を依頼し、平成 26 年

３月 23 日付で株式価値算定書を取得したとのことです。なお、ＡＣＥコンサルティングは、対象者及び公開買付者

の関連当事者には該当せず、対象者及び公開買付者との間で重要な利害関係を有していないとのことです。また、対

象者は、ＡＣＥコンサルティングより、本公開買付価格が財務的見地から対象者にとって妥当である旨の意見書

（フェアネス・オピニオン）を取得していないとのことです。 

ＡＣＥコンサルティングは、対象者株式が上場していることから基本的に市場株価法を用いるとともに、対象者の
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株式価値を多面的に評価する観点からディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法（以下「DCF 法」といいます。）

及び類似会社比準法も用いて、対象者株式の株式価値算定を行ったとのことです。 

当該算定書に記載された算定の概要は以下のとおりです。 

(a) 市場株価法 ： 159円～164円 

(b) DCF法 ： 190円～198円 

(c) 類似会社比準法 ： 287円～299円 

市場株価法では、株式価値算定書を取得した日の前営業日である平成 26 年３月 20 日を基準日として JASDAQ にお

ける対象者株式の、直近６ヶ月間の終値単純平均値162 円、直近３ヶ月間の終値単純平均値164 円、直近１ヶ月間の

終値単純平均値 160 円、及び基準日終値 159 円を基に、対象者株式の１株当たりの価値は、159 円～164 円と分析し

ているとのことです。 

DCF法では、対象者の平成27年３月期以降の事業計画における収益や投資計画、一般に公開された情報等の諸要素

等を前提として、対象者が将来において創出すると見込まれるフリー・キャッシュ・フローを、対象者の資本コスト

など一定の割引率で現在価値に割り引いて対象者の企業価値や株式価値を分析し、これにより対象者株式の１株当た

りの価値は、190円～198円と分析しているとのことです。 

なお、DCF 法による分析に用いた対象者の業績見込には、大幅な増益が見込まれている事業年度が含まれていると

のことです。これは平成 26 年３月期において、RSS（レベニュー・シェアリング・システム）の積極的な導入による

売上原価の増加により粗利益が減少し105 百万円の営業損失(平成26年２月６日公表「業績予想の修正に関するお知

らせ」参照)見込みとなった一方、平成 27 年３月期においては、ＰＳ４（プレイステーション４）の収益が年間で寄

与するとともに、従来赤字だった連結子会社である株式会社ムービーチャンネルの黒字化や、RSS の抑制、事業所閉

鎖・集約による家賃の減少、販売管理コストの低減等により営業利益への転換が見込まれるためとのことです。ただ

し、翌平成 28 年３月期は、売上高が落ち込む一方、販売管理コストの低減等の限界により、営業黒字は確保される

ものの、減益が見込まれているとのことです。 

類似会社比準法では、対象者と事業内容が類似する上場会社の市場株価（１ヶ月、３ヶ月、６ヶ月、１年間）と収

益性及び純資産を示す財務指標との比較を通じて算定した対象者株式の１株当たりの価値は、287 円～299 円と分析

しているとのことです。 

 

② 独立した法律事務所からの助言 

対象者プレスリリースによれば、対象者は、対象者取締役会での検討及び意思決定に際しては、対象者及び公開買

付者から独立したリーガル・アドバイザーとして二重橋法律事務所を選任し、同法律事務所より、本公開買付けの諸

手続を含む取締役会の意思決定の方法・過程について、必要な法的助言を受けているとのことです。 

 

③ 利害関係を有しない取締役全員の承認と監査役の意見 

対象者プレスリリースによれば、対象者は、平成 26 年３月 28 日に対象者取締役会（取締役４名中、金岡氏と金岡

昭光氏を除いた取締役２名が出席）を開催し、本公開買付けの諸条件について検討したとのことです。その結果、対

象者取締役会は、本公開買付けの諸条件、公開買付者グループとのシナジー効果や補完関係等を総合的に考慮し、本

公開買付けは対象者の企業価値及び株主共同の利益を向上させると思われること、また、公開買付者は、本公開買付

け成立後も引き続き対象者株式の上場を維持する方針であるため、対象者の知名度、独立性、信用力及び従業員のモ

チベーション並びに取引先との関係維持など、ステークホルダーにとっても望ましいことであり、証券取引所におい

て多様な資金調達を円滑に実現する機会を確保することができること、さらに、公開買付者及び対象者から独立した

第三者算定機関であるＡＣＥコンサルティングに対し、対象者株式の価値算定を依頼し、株式価値算定書を取得する

とともに、対象者のリーガル・アドバイザーとして二重橋法律事務所からの法的助言を得て、本公開買付けの諸条件

について検討した結果、本公開買付けが実施された場合には本公開買付けの実施に賛同する旨を決議したとのことで

す。また、対象者は、本公開買付けの諸条件について検討した結果、本公開買付価格は株式価値算定書の算定結果よ

りも高いことから、株主に対して応募を推奨することにも一定の合理性があると考えられるものの、本公開買付けに

おいては買付予定数の上限が設定され本公開買付け成立後も対象者株式の上場が維持される予定であるため、対象者

の株主としては本公開買付け成立後も対象者株式を所有することにも十分な合理性が認められることに鑑み、株主が

本公開買付けに応募するか否かについては中立の立場をとり、株主の皆様の判断に委ねる旨を、当該審議及び決議に

参加した対象者取締役２名の全員一致で決議したとのことです。なお、当該取締役会に出席した監査役（監査役３名



 - 8 -

全員出席）は、いずれも、本公開買付けが実施された場合には対象者が本公開買付けの実施に賛同するとともに、本

公開買付けに応募するか否かについては、株主の皆様の判断に委ねる旨の意見を表明することについて、異議がない

旨の意見を申し述べているとのことです。 

なお、対象者の取締役のうち、代表取締役社長である金岡氏は、公開買付者との間で本応募契約を締結しているた

め、また、専務取締役である金岡昭光氏は公開買付者との間で公開買付応募契約を締結していないものの金岡氏の親

族であるため、利益相反防止の観点から、本公開買付けに関する対象者取締役会の審議及び決議には参加していない

とのことです。 

 

④ 支配株主との間に利害関係を有しない者による、上場会社又はその子会社等による決定が少数株主にとって不利益

でないことに関する意見の入手 

対象者プレスリリースによれば、対象者は、本公開買付けにおける意思決定の恣意性を排除し、対象者の意思決定

過程の公正性、透明性及び客観性を確保することを目的として、対象者及び本公開買付けと利害関係を有しない対象

者の社外監査役２名(木村三郎氏、正村俊記氏)に対し、（a）本公開買付けが対象者の企業価値向上に資するか、（b）

本公開買付けに係る交渉過程及び本公開買付けに係る手続の公正性は確保されているか、及び（c）その他本公開買

付けが対象者の少数株主にとって不利益なものでないかについて諮問し、これらの点についての意見書を対象者に提

出することを委嘱したとのことです。 

対象者の社外監査役２名は、上記諮問事項に関し対象者から公開買付者の提案内容について説明を受け、検討した

とのことです。同社外監査役２名は、（a）対象者の近時の経営状況、特に、直近の第31期（平成24年４月１日～平

成 25 年３月 31 日）事業年度において 75,670 千円の純損失を計上している状況を考慮すると、販売及びレンタル用

音楽映像関連商品の販売・卸売事業を取り巻く業界環境が、スマートフォンの普及やインターネット環境の高速化に

よるオンデマンド音楽映像配信サービス利用の増加といった代替サービスの台頭、大型ヒット作品の減少、さらには、

対象者グループの取引先であるレンタル店の急速な再編に伴う寡占による過当競争の影響により競争が激化している

状況において、対象者が公開買付者のグループ企業になることにより、主に音楽映像関連商品の販売・卸売事業にお

いて公開買付者が保有する経営資源やノウハウ、商品やサービスを活用し、対象者の既存の音楽映像卸売事業や小

ロットかつタイムリー配送のノウハウとの様々なシナジー効果を発揮することで企業価値向上が果たせると判断した

ことは、合理性が認められること、また、本公開買付けの結果、対象者の取締役会の構成が変わることになるが、代

表取締役は本公開買付け以前から対象者の役員を務める者の中から選任され、また、社外監査役２名も従来どおり対

象者の業務監査に従事することを予定していることから、それにより対象者の事業に大きな影響が生じるとは判断で

きないこと、（b）対象者は本賛同意見を公表することを決定した平成26年３月28日に対象者取締役会において、取

締役４名中、金岡氏と金岡昭光氏を除いた取締役２名のみが出席し、上記決定を行っているが、かかる方策は、特別

利害関係者に該当しうる取締役の影響を排除するために適切なものと言えること、対象者は、公開買付者、対象者及

び支配株主（注）から独立した第三者算定機関であるＡＣＥコンサルティングから株式価値算定書を取得し、また、

公開買付者、対象者及び支配株主から独立した二重橋法律事務所から法的助言を受けており、専門家の助言に基づく

適正な手続きを履践していることから本公開買付けに係る交渉過程及び本公開買付けに係る手続は公正なものと考え

られること、（c）上記（a）、（b）に加えて、本公開買付価格は、公開買付者が、対象者が公表している財務諸表や東

京証券取引所における対象者株式の市場株価の動向等の一般に公表されている客観的な情報に基づきつつ、対象者の

株式価値に関するその他の諸要素（公開買付者において実施したデュー・デリジェンスの結果等）を総合的に考慮し

た上で、金岡氏及び対象者との協議及び交渉の結果を踏まえて決定したものであるが、かかる経緯について不自然な

点は認められないこと、公開買付けが成立した場合、公開買付者は、対象者株式 2,417,000 株（所有割合 51.01％）

を保有し、本公開買付け成立後も対象者株式の JASDAQ における上場を維持する方針であること、上場維持により対

象者の役職員のモチベーションの維持が期待され、また、資金調達の多様性が確保できることから、本公開買付けが

対象者の少数株主にとっても不利益なものでないと判断する旨の意見書を平成26年３月28日に対象者に提出してい

るとのことです。 

（注）対象者が平成25年６月27日に公表した「支配株主等に関する事項について」によれば、金岡氏は対象者の

支配株主に該当するとのことです。 

 

（５）公開買付者と対象者の株主との間における本公開買付けの応募に係る重要な合意に関する事項 

公開買付者は、本公開買付けの実施にあたり、平成 26 年３月 28 日付で、金岡氏及びベイシックとの間で、本公開
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買付けに関する本応募契約を締結し、本日現在金岡氏が保有する対象者株式 1,693,400 株（所有割合 35.74％）及び

ベイシックが保有する対象者株式 523,040 株（所有割合 11.04％）の全て（2,216,440 株、所有割合 46.78％）につ

いて本公開買付けに応募することにつき合意を得ております。その他、本応募契約においては、①金岡氏及びベイ

シックによる表明及び保証（注１）、②金岡氏及びベイシックによる表明及び保証違反又は本応募契約に定める義務

（注２）違反による補償責任について規定されております。なお、本応募契約において、応募に関する前提条件は規

定されておりません。 

（注１） 本応募契約における(ⅰ)金岡氏の表明及び保証として、①対象者株式についての権利、②偶発債務の

不存在、③対象者グループと反社会的勢力との関係の不存在が規定されております。また、(ⅱ)ベイ

シックの表明及び保証として、対象者株式についての権利が規定されております。 

（注２） 本応募契約における(ⅰ)金岡氏の義務として、①応募後速やかに、本公開買付けへの応募申込書の写

しを交付する義務、②契約上の地位譲渡の禁止、③秘密保持義務、④本公開買付けに関する公表に先

立つ協議・同意取得義務、及び⑤誠実協議に関する義務が規定されております。また、(ⅱ)ベイシッ

クの義務として、上記①から⑤と同様の義務に加えて、本応募契約締結後速やかに、対象者株式にか

かる質権を解除する義務が規定されております。 

 (ⅰ)本応募契約においては、公開買付者と金岡氏及びベイシックとの間で、本定時株主総会における対象者株式

にかかる議決権の行使について合意している事項はなく、かつ、その他、公開買付者と金岡氏及びベイシックとの間

で、対象者株式にかかる議決権その他の権利について合意している事項はないことから、金岡氏及びベイシックは、

対象者株式にかかる議決権その他の権利の行使については、各自の自由な判断に基づき行使することができること、

(ⅱ)その他、公開買付者と金岡氏及びベイシックの間に、共同して対象者株式を取得又は譲渡する合意は存在しない

こと、(ⅲ)並びに公開買付者と金岡氏及びベイシックの間に、本公開買付け成立後に相互に対象者株式を譲渡し又は

譲り受ける合意は存在しないことから、金岡氏及びベイシックは公開買付者の実質的特別関係者には該当しておりま

せん。 

なお、公開買付者は、本日現在、金岡氏及びベイシックから、金岡氏及びベイシックが本公開買付に応募する対象

者株式のうち、本公開買付けの結果、あん分比例の方式により買付け等が行われなかった対象者株式に関しては、継

続保有する意向である旨伺っております。 

 

（６）本公開買付け後の株券等の追加取得の予定 

公開買付者は、対象者を子会社化することを目的として本公開買付けを実施するため、本公開買付けによってその

目的を達成した場合には、現時点で本公開買付け成立後に対象者株式を追加で取得することは予定しておりません。 

 

（７）上場廃止となる見込み及びその理由 

本日現在、対象者株式は JASDAQ に上場しておりますが、本公開買付けは対象者の上場廃止を企図するものではな

く、公開買付者は、2,417,000 株（所有割合 51.01％）を上限として本公開買付けを実施いたしますので、本公開買

付け成立後も対象者株式のJASDAQにおける上場を維持する予定です。 
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２．買付け等の概要 

（１）対象者の概要 

① 名 称 株式会社シーエスロジネット 

② 所 在 地 名古屋市中川区舟戸町２番37号 

③ 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 金岡 正光 

④ 事 業 内 容 卸売事業、小売事業 

⑤ 資 本 金 598百万円  

⑥ 設 立 年 月 日 昭和57年４月24日 

⑦ 

大 株 主 及 び 持 株 比 率 

（平成 25 年９月 30 日現

在） 

金岡 正光 32.2％ 

有限会社ベイシック 9.9％ 

杉山 正樹 6.4％ 

金岡 由美 5.4％ 

金岡 昭光 3.6％ 

シーエスロジネット従業員持株会 2.6％ 

日本生命保険相互会社 1.9％ 

阪田 和弘 1.9％ 

佐藤 友亮 1.4％ 

カブドットコム証券株式会社 1.2％ 

⑧ 
公開買付者と対象者の 

関係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関 連 当 事 者 へ

の 該 当 状 況
該当事項はありません。 

 

（２）日程等 

 ①日程 

取 締 役 会 決 議 平成26年３月28日（金曜日） 

公 開 買 付 開 始 公 告 日 

平成26年３月31日（月曜日） 

電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。 

（電子公告アドレス http://disclosure.edinet-fsa.go.jp/） 

公 開 買 付 届 出 書 提 出 日 平成26年３月31日（月曜日） 

 

② 届出当初の買付け等の期間 

平成26年３月31日（月曜日）から平成26年４月25日（金曜日）まで（20営業日） 

 

③ 対象者の請求に基づく延長の可能性 

法第27条の10第３項の規定により、対象者から公開買付期間の延長を請求する旨の記載がされた意見表明報告書

が提出された場合は、公開買付期間は30営業日、平成26年５月14日（水曜日）までとなります。 

 

（３）買付け等の価格 

普通株式１株につき、金350円 

 

（４）買付け等の価格の算定根拠等 

① 算定の基礎 

公開買付者は、本公開買付価格を決定するに際し、対象者が公表している財務情報、公開買付者において実施した

デュー・デリジェンスの結果、対象者株式の上場来の市場株価の推移、対象者による本公開買付けへの賛同の意見表

明の可否及び本公開買付けに対する応募の見通し等を総合的に勘案し、かつ、対象者及び本応募契約を締結している

金岡氏との協議・交渉の経過も踏まえ、最終的に平成26年３月28日開催の取締役会において、本公開買付価格を１

株当たり 350 円とすることを決議いたしました。なお、公開買付者は、本公開買付価格の決定にあたり、対象者が公

表している財務諸表や東京証券取引所における対象者株式の市場株価の動向等の一般に公表されている客観的な情報
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に基づきつつ、対象者の株式価値に関するその他の諸要素（公開買付者において実施したデュー・デリジェンスの結

果）を総合的に考慮した上で、金岡氏及び対象者との協議及び交渉の結果を踏まえて本公開買付価格を決定しており、

第三者算定機関からの株式価値算定書を取得しておりません。 

なお、本公開買付価格 350 円は、本公開買付けの公表日の直近取引成立日である平成 26 年３月 26 日の JASDAQ に

おける対象者株式の終値 160 円に対して 118.75％のプレミアムを、平成 26 年３月 27 日までの過去１ヶ月間の

JASDAQ における対象者株式の終値の単純平均値 161 円に対して 117.39％のプレミアムを、平成 26 年３月 27 日まで

の過去３ヶ月間のJASDAQ における対象者株式の終値の単純平均値164円に対して113.41％のプレミアムを、平成26

年３月 27 日までの過去６ヶ月間の JASDAQ における対象者株式の終値の単純平均値 162 円に対して 116.05％のプレ

ミアムをそれぞれ加えた価格であります。 

 

② 算定の経緯 

（本公開買付価格の決定に至る経緯） 

公開買付者は、電子部品・製品の輸出入販売、モーター・ブザー等電子部品開発製造販売、電子機器・電子製品の

開発製造販売、家電製品・光学機器の卸売事業、EMS（電子機器の受託生産）事業、E－コマース事業（電子商取引）、

写真・映像機器関連の卸売事業等を営む事業会社です。振動 MOTOR（線量計等に使用）の分野においては世界最低消

費電流の振動 MOTOR の開発及び製造を行うという世界にも誇れる技術を有し、ゴルフ用 GPS 端末機器（残距離測定

器）では業界初の高低差測定機能のついた GPS 端末機を開発・上市するなど、電子部品・機器の開発・製造に関し誇

れる技術・ノウハウを持っております。また、東京営業所、名古屋営業所、広島営業所、静岡 DEPO、及びグループ

企業であるハンザテック福岡株式会社では、家電・電気製品の卸売事業を中心に、家電量販店・カメラ量販店・カメ

ラチェーン店・ディスカウントストア等の小売り店舗に対する販売促進・情報提供などのサポート（店頭作り・メン

テナンス）や全国をカバーした物流サービスも展開し、映像関連事業においては、一般のテレビをインターネットに

接続するための WEB 端末機器（セットトップボックス・スマートスティック）の開発製造及び情報提供ソフトの開発

技術（UI[ユーザーインフォメーション]）を持っております。公開買付者は、テクタイト HD がその議決権の

73.60％を保有しており、テクタイト HD はエレクトロニクス、デジタルマルチメディア、ソフト開発、Web サイト開

発運営、ヒューマンリソーシング、アウトソーシング、フード＆サービスの７つの分野で事業を展開するグループ会

社の株式を保有するグループ統括会社で「常に自らを革新し創造を続けることで未知の新しいビジネスに絶え間なく

チャレンジしていくこと」を信条に事業展開を図っております。 

一方、対象者は、対象者グループ、音楽ソフト（レンタル用 CD）、映像ソフト（DVD）、家庭用ゲーム機器及び

ゲームソフト等の卸売販売、音楽映像ソフトのレンタル及び CD・コンシューマーゲーム等の販売、映像コンテンツ

の衛星放送事業を行っており、国内の大手映像音楽ソフトメーカーと長年の取引実績を有しています。エンタテイン

メント・ソフト市場において「情報と商品の供給によりお客様を後方支援する」という基本方針に基づき、タイム

リーな商品供給とより付加価値の高い情報サービスにより、差別化を図り、シェア拡大に努めています。 

しかしながら、販売及びレンタル用音楽映像関連商品の販売・卸売事業を取り巻く業界環境は、スマートフォンの

普及やインターネット通信環境の高速化によるオンデマンド音楽映像配信サービス利用の増加といった代替サービス

の台頭、大型ヒット作品の減少、さらには、対象者グループの取引先であるレンタル店の急速な再編に伴う寡占によ

る過当競争の影響により競争が激化しており、大きな転換期を迎えております。 

かかる環境の下、平成 25 年５月頃、対象者のフィナンシャル・アドバイザーであったボンズ・アドバイザリーは、

旧知であった公開買付者のフィナンシャル・アドバイザーである東京共同会計事務所（以下「公開買付者 FA」とい

います。）から、異業種企業の買収を積極的に行い事業拡大している企業として、公開買付者を匿名で紹介されたと

のことです。ボンズ・アドバイザリーは、対象者が属する CD/DVD レンタル業界が大きく変貌する環境の中、対象者

について、異業種との協働により、企業価値の増加が図れるのではないかと考え、公開買付者 FA に対して候補対象

の１つとして対象者を匿名で紹介したとのことです。これを受けて、公開買付者 FA は、ボンズ・アドバイザリーに

対し、公開買付者のグループ企業で対象者と同じ事業分類となる卸売を展開する企業があり、異業種間でシナジーを

描ける可能性があるとの見解を示し、本件についてフィナンシャル・アドバイザー間での交渉が始まったとのことで

す。本件は、異業種間の業務・資本提携に発展する可能性があることから、平成 25 年６月から同年８月にかけて、

双方フィナンシャル・アドバイザーは時間をかけて両社の事業内容及びシナジーの分析を行い、双方フィナンシャ

ル・アドバイザーが同年８月上旬に各々の依頼主に対して提携先候補として公開買付者及び対象者を匿名で提案した

ところ、公開買付者及び対象者は、当該提案に興味を持ったため、同年８月に金岡氏が対象者の代表取締役として公
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開買付者の代表者と面談し、その後同年９月には金岡氏が対象者の代表取締役として公開買付者の施設見学などを行

いました。公開買付者は、当該提案及び対象者グループの事業内容を検討の上、シナジー効果を得るために対象者グ

ループを公開買付者のグループ企業とすることにより、主に、音楽映像関連商品の販売・卸売事業において公開買付

者が保有する経営資源やノウハウ、商品やサービスを提供し、対象者の既存の音楽映像卸売事業や小ロットかつタイ

ムリー配送などの様々なノウハウを活用することで公開買付者及び対象者双方の企業価値向上が果たせると判断いた

しました。これを受けて、公開買付者と対象者は平成25年 10 月頃から本公開買付けについて本格的な検討を開始し

ました。その中で、公開買付者は、対象者株式の公開買付けを行うとともに、金岡氏が保有する対象者株式を応募し

ていただく方法が最も実現可能性が高いとの判断に基づき、ボンズ・アドバイザリーに対して、本公開買付けの提案

を行いました。また、同年 12 月中旬頃に、ボンズ・アドバイザリーが金岡氏に対して対象者株式の売却可能性につ

いて意向を確認したところ、金岡氏から売却も検討できる旨の回答を得たとのことです。この時点で、対象者と対象

者の支配株主としての金岡氏の立場との間に将来的な利害の相反が生じる可能性が否定できなかったことから、ボン

ズ・アドバイザリーが金岡氏個人のフィナンシャル・アドバイザーに就任し、対象者は、ACE コンサルティングを

フィナンシャル・アドバイザーとして選任したとのことです。以後、金岡氏と公開買付者との間で、ボンズ・アドバ

イザリー及び公開買付者FAを通じて、具体的な協議を開始いたしました。その後、平成26年１月７日に、公開買付

者から金岡氏に対し、金岡氏が保有する対象者株式（1,693,400 株、所有割合 35.74％）及びベイシックが保有する

当社株式（523,040 株、所有割合 11.04％）の取得について打診したところ、金岡氏から真摯に検討したい旨の回答

を受けました。そこで公開買付者は、平成26年１月16日、対象者に対しても本公開買付けに係る意向を表明し、対

象者の了解を得て、対象者に対するデュー・デリジェンスを開始しました。その後、デュー・デリジェンスの結果を

受けて、金岡氏と協議・交渉を続けるとともに、平成 26 年２月以降、対象者との間でも、本公開買付けの目的や背

景、グループ入りのメリット、本公開買付価格の算定の基礎及び経緯について説明を実施するなどし、協議・交渉を

続け、平成26年３月28日開催の公開買付者の取締役会において、本公開買付けを実施することを決議し、金岡氏及

びベイシックそれぞれとの間で本応募契約を締結いたしました。 

一方、対象者は、昭和 56 年にレコードレンタル店を創業し、翌年会社設立の後、レコードレンタル市場の拡大に

合わせて、昭和 60 年４月にレンタル用レコードの卸売を開始し、レコードからＣＤへのシフトに伴う市場拡大とと

もに、タイムリーな商品供給と付加価値の高い情報サービスにより差別化を図ることで事業拡大を進め、平成６年

12 月には、ソニー・コンピュータエンタテインメントが発売した家庭用ゲーム機「プレイステーション」のゲーム

機及びソフトの卸売を開始したとのことです。平成 13 年９月に株式会社大阪証券取引所ナスダック・ジャパン市場

（現東京証券取引所 JASDAQ スタンダード市場）へ上場後、翌年３月に映像ソフト（DVD）の卸売も開始し、音楽映像、

家庭用ゲームといったエンタテインメントソフトの総合卸売企業としての競争力を強化するとともに、卸売事業で

培ってきた多品種・小ロットの物流ノウハウを活用し、ソフトメーカーの物流受託業務（サード・パーティー・ロジ

スティクス）等、事業領域の拡大を進めたとのことです。この間、携帯電話の普及、インターネット回線の高速化が

進む中、平成16年に携帯電話向け着うたサイトの開始、平成22年に衛星放送事業の開始など新規事業にも取り組み、

主要事業である卸売事業部門では、平成20年７月に同業者の株式会社ハブ・ア・グッドを、平成21年６月に株式会

社トライをそれぞれ株式取得により完全子会社化し、平成22年 12 月に株式会社アイ信の映像ソフト卸売事業を譲り

受け、さらなるシェア拡大に努めたとのことです。 

一方、平成 19 年にアメリカで発売された「iPhone」が翌年には日本でも発売され、その後発売された「Android」

端末を含めた、携帯電話からスマートフォンへの急速なシフトに伴う、音楽映像ソフトやゲームソフトの配信サービ

スの台頭により CD、DVD 等のパッケージソフト市場は大きな影響を受けているとのことです。また、レンタル市場に

おいては、大手チェーンの寡占化が進み、激しい価格競争に伴い、中小零細のレンタル店が転廃業する中、大型・中

堅のレンタル店は事業継続のためリサイクル、ネットカフェ等の複合や業態変更等を進めているとのことです。 

 こうした厳しい市場環境の中、対象者は、子会社の統合、事業所の統合、システムの一本化等によるコスト削減に

注力する中、平成 25 年８月に対象者の代表取締役社長である金岡氏がボンズ・アドバイザリーより公開買付者の情

報提供を受け、検討の上、同年 10 月頃から本公開買付けについての本格的な検討を開始したとのことです。その結

果、本公開買付けを通じて公開買付者のグループに入ることにより、公開買付者の有する経営資源や電子機器の製造

技術、アプリケーションソフトの開発技術等を対象者においても有効に活用し、主要事業である音楽映像ソフト、

ゲームソフト等の卸売事業だけでなく、サード・パーティー・ロジスティクス事業、衛星放送事業においても、シナ

ジー効果が十分に発揮され、対象者単独で企業努力を重ねる以上に、対象者グループの企業価値の向上が果たせると

判断したとのことです。 
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（本公開買付価格の検討） 

公開買付者は、本公開買付価格を決定するに際し、対象者が公表している財務情報、公開買付者において実施した

デュー・デリジェンスの結果、対象者株式の上場来の市場株価の推移、対象者による本公開買付けへの賛同の意見表

明の可否及び本公開買付けに対する応募の見通し等を総合的に勘案し、かつ、対象者及び本応募契約を締結している

金岡氏との協議・交渉の経過も踏まえ、最終的に平成26年３月28日開催の取締役会において、本公開買付価格を１

株当たり350円とすることを決議いたしました。 

 

③ 算定機関との関係 

公開買付者は、本公開買付価格の決定に際し、第三者算定機関からの株式価値算定所を取得しておりませんので、

該当事項はありません。 

 

（５）買付予定の株券等の数 

買付予定数 買付予定数の下限 買付予定数の上限 

2,417,000株 2,417,000株 2,417,000株 

（注１）応募株券等の総数が買付予定数の下限（2,417,000 株）に満たない場合は、応募株券等の全部の買付け等を

行いません。応募株券等の総数が買付予定数の上限（2,417,000 株）を超える場合は、その超える部分の全

部又は一部の買付け等を行わないものとし、法第 27 条の 13 第５項及び府令第 32 条に規定するあん分比例

の方式により、株券等の買付け等に係る受渡しその他の決済を行います。 

（注２）単元未満株式についても、本公開買付けの対象としております。 

（注３）本公開買付けを通じて、対象者が保有する自己株式を取得する予定はありません。 

 

（６）買付け等による株券等所有割合の異動 

買 付 け 等 前 に お け る 公 開 買 付 者 の

所 有 株 券 等 に 係 る 議 決 権 の 数
－個 （買付け等前における株券等所有割合   －％）

買 付 け 等 前 に お け る 特 別 関 係 者 の

所 有 株 券 等 に 係 る 議 決 権 の 数
－個 （買付け等前における株券等所有割合   －％）

買 付 予 定 の 株 券 等 に 係 る 議 決 権 の 数 2,417個 （買付け等後における株券等所有割合 51.02％）

対 象 者 の 総 株 主 等 の 議 決 権 の 数 4,728個  

（注１）「買付予定の株券等に係る議決権の数」は、本公開買付けにおける買付予定数（2,417,000 株）に係る議決

権の数です。 

（注２）「対象者の総株主等の議決権の数」は、対象者の第32期第３四半期報告書（平成26年２月10日提出）に記

載された平成 25 年９月 30 日現在の総株主の議決権の数です。但し、本公開買付けにおいては単元未満株式

についても買付け等の対象としているため、「買付け等前における株券等所有割合」及び「買付け等後にお

ける株券等所有割合」の計算においては、同報告書記載の単元未満株式の数（9,950 株）に係る議決権数

（９個）を加えた議決権数（4,737個）を「対象者の総株主等の議決権の数」として計算しております。 

（注３）「買付け等前における株券等所有割合」及び「買付け等後における株券等所有割合」については、小数点以

下第三位を四捨五入しております。 

 

（７）買付代金 845,950,000円 

（注）本公開買付けにおける買付予定数（2,417,000株）に、１株当たりの公開買付価格（350円）を乗じた金額

です。 
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（８）決済の方法 

① 買付け等の決済をする金融商品取引業者・銀行等の名称及び本店の所在地 

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 東京都千代田区丸の内三丁目３番1号 

 

② 決済の開始日 

平成26年５月２日（金曜日） 

（注）法第27条の10第３項の規定により、対象者から公開買付期間の延長を請求する旨の記載がされた意見表

明報告書が提出された場合は、平成26年５月20日（火曜日）となります。 

 

③ 決済の方法 

公開買付期間終了後遅滞なく、本公開買付けによる買付け等の通知書を応募株主等（外国人株主等の場合にはそ

の常任代理人）の住所又は所在地宛に郵送します。 

買付けは、現金にて行います。買付けられた株券等に係る売却代金は、応募株主等（外国人株主等の場合にはそ

の常任代理人）の指示により、決済の開始日以降遅滞なく、公開買付代理人から応募株主等（外国人株主等の場合

にはその常任代理人）の指定した場所へ送金します。 

 

④ 株券の返還方法 

後記「（９）その他買付け等の条件及び方法」の「① 法第 27 条の 13 第４項各号に掲げる条件の有無及び内容」

又は「② 公開買付けの撤回等の条件の有無、その内容及び撤回等の開示の方法」に記載の条件に基づき応募株券

等の全部又は一部を買付けないこととなった場合には、公開買付代理人は、返還することが必要な株券等を、公開

買付期間の末日の翌々営業日（本公開買付けの撤回等を行った場合は撤回等を行った日）に、公開買付代理人の応

募株主口座上で、応募が行われた時の状態（応募が行われた時の状態とは、本公開買付けへの応募注文の執行が解

除された状態を意味します。）に戻します。 

なお、返還することが必要な株券等を公開買付代理人以外の金融商品取引業者へ振替手続される場合は、株券等

を管理する口座区分により振替日が異なる場合がございますので、応募の受付をされた公開買付代理人の本店若し

くは国内各営業店にご確認ください。 

 

（９）その他買付け等の条件及び方法 

① 法第27条の13第4項各号に掲げる条件の有無及び内容 

応募株券等の総数が買付予定数の下限（2,417,000 株）に満たない場合は、応募株券等の全部の買付け等を行い

ません。応募株券等の総数が買付予定数の上限（2,417,000 株）を超える場合は、その超える部分の全部又は一部

の買付け等を行わないものとし、法第 27 条の 13 第５項及び府令第 32 条に規定するあん分比例の方式により、株

券等の買付けに係る受渡しその他の決済を行います（各応募株券等の数に１単元（1,000 株）未満の部分がある場

合、あん分比例の方式により計算される買付株数は各応募株券等の数を上限とします。）。 

あん分比例の方式による計算の結果生じる１単元未満の株数を四捨五入して計算した各応募株主等からの買付株

数の合計が買付予定数の上限に満たない場合は、買付予定数の上限以上になるまで、四捨五入の結果切捨てられた

株数の多い応募株主等から順次、各応募株主等につき１単元（追加して１単元の買付けを行うと応募株数を超える

場合は応募株数までの数。）の応募株券等の買付けを行います。但し、切捨てられた株数の等しい複数の応募株主

等全員からこの方法により買付けを行うと買付予定数の上限を超えることとなる場合には、買付予定数の上限を下

回らない範囲で、当該応募株主等の中から抽選により買付けを行う株主を決定します。 

あん分比例の方式による計算の結果生じる１単元未満の株数を四捨五入して計算した各応募株主等からの買付株

数の合計が買付予定数の上限を超える場合は、買付予定数の上限を下回らない数まで、四捨五入の結果切上げられ

た株数の多い応募株主等から順次、各応募株主等につき買付株数を１単元（あん分比例の方式により計算される買

付株数に１単元未満の株数の部分がある場合は当該１単元未満の株数）減少させるものとします。但し、切上げら

れた株数の等しい複数の応募株主等全員からこの方法により買付株数を減少させると買付予定数の上限を下回るこ

ととなる場合には、買付予定数の上限を下回らない範囲で、当該応募株主等の中から抽選により買付株数を減少さ

せる株主を決定します。 
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② 公開買付けの撤回等の条件の有無、その内容及び撤回等の開示の方法 

金融商品取引法施行令（昭和40年政令第321号。その後の改正を含みます。以下「令」といいます。）第14条

第１項第１号イ乃至リ及びヲ乃至ソ、第３号イ乃至チ及びヌ並びに同条第２項第３号乃至第６号に定める事項のい

ずれかが生じた場合は、本公開買付けの撤回等を行うことがあります。なお、本公開買付けにおいて、令第14条

第１項第３号ヌに定める、「イからリまでに掲げる事実に準じる事実」とは、対象者が過去に提出した法定開示書

類について、重要な事項につき虚偽の記載があり、又は記載すべき重要な事項の記載が欠けていることが判明した

場合をいいます。 

撤回等を行おうとする場合は、電子公告を行いその旨を日本経済新聞に掲載します。但し、公開買付期間の末日

までに公告を行うことが困難な場合は、府令第 20 条に規定する方法により公表し、その後直ちに公告を行います。 

 

③ 買付け等の価格の引下げの条件の有無、その内容及び引下げの開示の方法 

対象者が公開買付期間中に、法第27条の６第１項第１号の規定により令第13条第１項に定める行為を行った場

合は、府令第19条第１項の規定に定める基準に従い、買付け等の価格の引下げを行うことがあります。 

買付け等の価格の引下げを行おうとする場合は、電子公告を行いその旨を日本経済新聞に掲載します。但し、公

開買付期間の末日までに公告を行うことが困難な場合は、府令第20条に規定する方法により公表し、その後直ち

に公告を行います。 

買付け等の価格の引下げがなされた場合、当該公告が行われた日以前の応募株券等についても、引下げ後の買付

け等の価格により買付けを行います。 

 

④ 応募株主等の契約の解除権についての事項 

応募株主等は、公開買付期間中、いつでも本公開買付けに係る契約を解除することができます。 

契約の解除をする場合は、公開買付期間の末日の15時30分までに、下記に指定する者に本公開買付けに係る契

約の解除を行う旨の書面（以下「解除書面」といいます。）を交付又は送付してください（但し、各営業店によっ

て営業時間が異なります。事前にご利用になられる営業店の営業時間等をご確認のうえ、お手続ください。）。但し、

送付の場合は、解除書面が公開買付期間の末日の15時30分までに、下記に指定する者に到達することを条件とし

ます（但し、各営業店によって営業時間が異なります。事前にご利用になられる営業店の営業時間等をご確認のう

え、お手続ください。）。 

解除書面を受領する権限を有する者 

ＳＭＢＣ日興証券株式会社  東京都千代田区丸の内三丁目３番１号 

（その他のＳＭＢＣ日興証券株式会社国内各営業店） 

なお、公開買付者は、応募株主等による契約の解除に伴う損害賠償又は違約金の支払いを応募株主等に請求する

ことはありません。また、応募株券等の返還に要する費用も公開買付者の負担とします。 

 

⑤ 買付条件等の変更をした場合の開示の方法 

公開買付者は、公開買付期間中、法第27条の６第１項及び令第13条により禁止される場合を除き、買付条件等

の変更を行うことがあります。 

買付条件等の変更を行おうとする場合は、その変更等の内容につき電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲

載します。但し、公開買付期間の末日までに公告を行うことが困難な場合は、府令第20条に規定する方法により

公表し、その後直ちに公告を行います。 

買付条件等の変更がなされた場合、当該公告が行われた日以前の応募株券等についても、変更後の買付条件等に

より買付けを行います。 

 

⑥ 訂正届出書を提出した場合の開示の方法 

訂正届出書を関東財務局長に提出した場合は、直ちに、訂正届出書に記載した内容のうち、公開買付開始公告に

記載した内容に係るものを、府令第20条に規定する方法により公表します。また、直ちに公開買付説明書を訂正

し、かつ、既に公開買付説明書を交付している応募株主等に対しては、訂正した公開買付説明書を交付して訂正し

ます。但し、訂正の範囲が小範囲に止まる場合には、訂正の理由、訂正した事項及び訂正後の内容を記載した書面

を作成し、その書面を応募株主等に交付することにより訂正します。 
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⑦ 公開買付けの結果の開示の方法 

本公開買付けの結果については、公開買付期間の末日の翌日に、令第９条の４及び府令第30条の２に規定する

方法により公表します。 

 

⑧ その他 

本公開買付けは、直接間接を問わず、米国内において若しくは米国に向けて行われるものではなく、また米国の

郵便その他の州際通商若しくは国際通商の方法・手段（電話、テレックス、ファクシミリ、電子メール、インター

ネット通信を含みますが、これらに限りません。）を使用して行われるものではなく、更に米国の証券取引所施設

を通じて行われるものでもありません。上記方法・手段により、若しくは上記施設を通じて、又は米国内から本公

開買付けに応募することはできません。 

また、公開買付届出書又は関連する買付書類は、米国内において若しくは米国に向けて又は米国内から、郵送そ

の他の方法によって送付又は配布されるものではなく、かかる送付又は配布を行うことはできません。上記制限に

直接又は間接に違反する本公開買付けへの応募はお受けいたしません。 

本公開買付けに応募する方（外国人株主等の場合はその常任代理人）はそれぞれ、以下の表明・保証を行うこと

を要求されます。 

応募者が応募の時点及び公開買付応募申込書送付の時点のいずれにおいても、米国に所在していないこと、応募

者が本公開買付けに関するいかなる情報若しくは買付けに関する書類を、米国内において、若しくは米国に向けて、

又は米国内からこれを受領したり送付したりしていないこと、買付け若しくは公開買付応募申込書の署名乃至交付

に関して、直接間接を問わず、米国の郵便その他の州際通商若しくは国際通商の方法・手段（電話、テレックス、

ファクシミリ、電子メール、インターネット通信を含みますが、これらに限りません。）又は米国内の証券取引所

施設を使用していないこと、及び、他の者の裁量権のない代理人又は受託者・受任者として行動している者ではな

いこと（当該他の者が買付けに関する全ての指示を米国外から与えている場合を除きます。）。 

 

（10）公開買付開始公告日 平成26年３月31日（月曜日） 

 

（11）公開買付代理人 ＳＭＢＣ日興証券株式会社  東京都千代田区丸の内三丁目３番１号 

 

３．公開買付け後の方針等及び今後の見通し 

（１）公開買付け後の方針 

本公開買付け成立後の方針等については、上記「１．買付け等の目的等」の「（２）本公開買付けの実施を決定

するに至った背景及び目的並びに本公開買付け後の経営方針」をご参照ください。 

 

（２）今後の業績への影響に関する見通し 

公開買付者は非上場会社であり、業績予想を公表しておりません。 

 

４．その他 

（１）公開買付者と対象者又はその役員との間の合意の有無及び内容 

① 本公開買付けへの賛同 

対象者プレスリリースによれば、対象者は、平成26年３月28日に対象者取締役会（取締役４名中、金岡氏と金岡

昭光氏を除いた取締役２名が出席）を開催し、本公開買付けの諸条件について検討したとのことです。その結果、対

象者取締役会は、本公開買付けの諸条件、公開買付者グループとのシナジー効果や補完関係等を総合的に考慮し、本

公開買付けは対象者の企業価値及び株主共同の利益を向上させると思われること、また、公開買付者は、本公開買付

け成立後も引き続き対象者株式の上場を維持する方針であるため、対象者の知名度、独立性、信用力及び従業員のモ

チベーション並びに取引先との関係維持など、ステークホルダーにとっても望ましいことであり、証券取引所におい

て多様な資金調達を円滑に実現する機会を確保することができること、さらに、公開買付者及び対象者から独立した

第三者算定機関であるＡＣＥコンサルティングに対し、対象者株式の価値算定を依頼し、株式価値算定書を取得する

とともに、対象者のリーガル・アドバイザーとして二重橋法律事務所からの法的助言を得て、本公開買付けの諸条件

について検討した結果、本公開買付けが実施された場合には本公開買付けの実施に賛同する旨を決議したとのことで
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す。また、対象者は、本公開買付けの諸条件について検討した結果、本公開買付価格は株式価値算定書の算定結果よ

りも高いことから、株主に対して応募を推奨することにも一定の合理性があると考えられるものの、本公開買付けに

おいては買付予定数の上限が設定され本公開買付け成立後も対象者株式の上場が維持される予定であるため、対象者

の株主としては本公開買付け成立後も対象者株式を所有することにも十分な合理性が認められることに鑑み、株主が

本公開買付けに応募するか否かについては中立の立場をとり、株主の皆様の判断に委ねる旨を、当該審議及び決議に

参加した対象者取締役２名の全員一致で決議したとのことです（公開買付者と対象者との間の本公開買付けにかかる

賛同に関する合意の詳細等については、後記「（２）本公開買付賛同契約」をご参照ください。）。なお、当該取締

役会に出席した監査役（監査役３名全員出席）は、いずれも、本公開買付けが実施された場合には対象者が本公開買

付けの実施に賛同するとともに、本公開買付けに応募するか否かについては、株主の皆様の判断に委ねる旨の意見を

表明することについて、異議がない旨の意見を申し述べているとのことです。 

なお、対象者の取締役のうち、代表取締役社長である金岡氏は、公開買付者との間で本応募契約を締結しているた

め、また、専務取締役である金岡昭光氏は公開買付者との間で公開買付応募契約を締結していないものの金岡氏の親

族であるため、利益相反防止の観点から、本公開買付けに関する対象者取締役会の審議及び決議には参加していない

とのことです。 

 

②本公開買付賛同契約 

公開買付者と対象者は、平成26年３月 28日付で本公開買付賛同契約を締結しております。本公開買付賛同契約の

概要は以下のとおりです。なお、対象者プレスリリースによれば、代表取締役社長である金岡氏は、公開買付者との

間で本応募契約を締結しているため、また、専務取締役である金岡昭光氏は公開買付者との間で公開買付応募契約を

締結していないものの金岡氏の親族であるため、利益相反防止の観点から、本公開買付けに関する対象者取締役会の

審議及び決議には参加していないとのことです。 

(a) 対象者は、本公開買付けの諸条件、公開買付者グループとのシナジー効果や補完関係等を総合的に考慮し、本

公開買付けは対象者の企業価値及び株主共同の利益を向上させると認められることにより、本公開買付けに賛

同する旨の賛同決議を行った場合、公開買付期間が満了するまでの間、賛同決議を維持し、これを撤回又は変

更する取締役会決議を行わないものとする。但し、賛同決議を維持することが対象者の取締役としての善管注

意義務に違反すると対象者が合理的に判断する場合はこの限りではない。 

(b) 対象者は、本公開買付賛同契約締結日以降、公開買付者以外の者に対し、公開買付けの実施その他の方法によ

り対象者株式を取得するよう勧誘、提案、打診その他これを誘引する行為を行わず、また、公開買付者以外に

公開買付けを実施しようとする者と当該公開買付けに関して積極的に接触しないものとする。但し、かかる勧

誘等を行わないことが対象者の取締役としての善管注意義務に違反すると対象者が合理的に判断する場合には

この限りではない。 

(c) 対象者は、善良なる管理者の注意をもって、かつ、通常の業務遂行の方法により、対象者の業務の執行及び財

産の管理・運営を行うものとする。 

(d) 本公開買付けが成立した場合には、その後、公開買付者の指定する者が対象者の取締役に選任されるまでの期

間、対象者は、対象者の取締役会に対して公開買付者が指定する公開買付者の取締役又は従業員であって、か

つ、対象者が予め同意する者１名をオブザーバーとして参加させる。当該オブザーバーは、対象者の取締役会

に出席し、意見を述べることができる。 

(e) 公開買付者は、公開買付者の指定する者が対象者の取締役に選任された時以降は、対象者の取締役会にオブ

ザーバーを参加させることができない。 

(f) 公開買付者は、オブザーバーが対象者の取締役会に参加して知った対象者に関する一切の情報について、対象

者からの書面による事前の承諾なく、第三者に開示又は漏洩しないものとする。公開買付者は、オブザーバー

に対して、当該秘密保持義務と同等以上の義務を負わせるとともに、オブザーバーが当該義務を遵守する旨を

誓約する内容の書面に署名及び押印をしたものを徴求するものとする。 

(g) 対象者は、本公開買付けが成立したことを条件として、平成 26 年６月に開催が予定される本定時株主総会に上

程する議案について、公開買付者が対象者と協議の上、合理的に指名する者３名を対象者の取締役に選任する

ための議案を本定時株主総会に上程するものとする。なお、公開買付者は、本定時株主総会終了後も、公開買

付者から派遣又は指名される対象者の役員の人数について、可能な限り維持するものとし、これを変更する場

合には、事前に対象者と誠実に協議をするものとする。 
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(h) 対象者は、代表取締役社長である金岡氏及び専務取締役である金岡昭光氏を本定時株主総会の役員選任議案の

上程にかかる対象者取締役会の審議及び決議に参加させないものとする。 

 

③公開買付者と対象者役員との間の合意 

公開買付者は、本公開買付けの実施にあたり、平成 26 年３月 28 日付で、金岡氏及びベイシックとの間で、本公開

買付けに関する本応募契約を締結し、本日現在金岡氏が保有する対象者株式 1,693,400 株（所有割合 35.74％）及び

ベイシックが保有する対象者株式 523,040 株（所有割合 11.04％）の全て（2,216,440 株、所有割合 46.78％）につ

いて本公開買付けに応募することにつき合意を得ております。その他、本応募契約においては、①金岡氏及びベイ

シックによる表明及び保証（注１）、②金岡氏及びベイシックによる表明及び保証違反又は本応募契約に定める義務

（注２）違反による補償責任について規定されております。なお、本応募契約において、応募に関する前提条件は規

定されておりません。 

（注１） 本応募契約における(ⅰ)金岡氏の表明及び保証として、①対象者株式についての権利、②偶発債務の

不存在、③対象者グループと反社会的勢力との関係の不存在が規定されております。また、(ⅱ)ベイ

シックの表明及び保証として、対象者株式についての権利が規定されております。 

（注２） 本応募契約における(ⅰ)金岡氏の義務として、①応募後速やかに、本公開買付けへの応募申込書の写

しを交付する義務、②契約上の地位譲渡の禁止、③秘密保持義務、④本公開買付けに関する公表に先

立つ協議・同意取得義務、及び⑤誠実協議に関する義務が規定されております。また、(ⅱ)ベイシッ

クの義務として、上記①から⑤と同様の義務に加えて、本応募契約締結後速やかに、対象者株式にか

かる質権を解除する義務が規定されております。 

 (ⅰ)本応募契約においては、公開買付者と金岡氏及びベイシックとの間で、本定時株主総会における対象者株式

にかかる議決権の行使について合意している事項はなく、かつ、その他、公開買付者と金岡氏及びベイシックとの間

で、対象者株式にかかる議決権その他の権利について合意している事項はないことから、金岡氏及びベイシックは、

対象者株式にかかる議決権その他の権利の行使については、各自の自由な判断に基づき行使することができること、

(ⅱ)その他、公開買付者と金岡氏及びベイシックの間に、共同して対象者株式を取得又は譲渡する合意は存在しない

こと、(ⅲ)並びに公開買付者と金岡氏及びベイシックの間に、本公開買付け成立後に相互に対象者株式を譲渡し又は

譲り受ける合意は存在しないことから、金岡氏及びベイシックは公開買付者の実質的特別関係者には該当しておりま

せん。 

なお、公開買付者は、本日現在、金岡氏及びベイシックから、金岡氏及びベイシックが本公開買付に応募する対象

者株式のうち、本公開買付けの結果、あん分比例の方式により買付け等が行われなかった対象者株式に関しては、継

続保有する意向である旨伺っております。 

 

（２）投資者が買付け等への応募の是非を判断するために必要と判断されるその他の情報 

対象者は、平成26年２月６日に「業績予想の修正に関するお知らせ」を公表しております。当該公表内容の概要

は以下のとおりです。なお、以下の当該公表内容の概要は、対象者が公表した内容を一部抜粋したものであり、公開

買付者はその正確性及び真実性について独自に検証しうる立場になく、また、実際かかる検証を行っておりません。 

 

ⅰ. 平成26 年３月期通期連結業績予想数値の修正（平成25 年４月１日～平成26 年３月31 日） 

 売上高 

（百万円） 

営業利益 

（百万円） 

経常利益 

（百万円） 

当期純利益 

（百万円） 

１株当たり 

当期純利益 

前回発表予想(Ａ) 14,000 10 50 10 ２円11銭

今回修正予想(Ｂ) 13,600 △105 △60 △40 △８円44銭

増減額(Ｂ)－(Ａ) △400 △115 △110 △50 －

増減率(％) △2.9 － － － －

(ご参考) 

前期実績(25年３月) 
16,709 △130 △50 △75 △15円97銭
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ⅱ. 平成26 年３月期通期個別業績予想数値の修正（平成25 年４月１日～平成26 年３月31 日） 

 売上高 

（百万円） 

経常利益 

（百万円） 

当期純利益 

（百万円） 

１株当たり 

当期純利益 

前回発表予想(Ａ) 13,500 90 230 48円55銭

今回修正予想(Ｂ) 13,200 △20 180 37円99銭

増減額(Ｂ)－(Ａ) △300 △110 △50 －

増減率(％) △2.2 － △21.7 －

(ご参考) 

前期実績(25年３月) 
12,912 △49 △389 △82円16銭

 

以 上 


